
●開会の挨拶　 ………………………………………………………………………………………………………… 　石山　敦士
（早稲田大学理事：研究推進担当）

花井　俊介
（早稲田大学総合研究機構長）

●第１部　基調講演
　円卓の地域主義─共創の場づくりから生まれる善い地域とは─　 ……………………… 　牧野　光朗

（飯田市長）

●資料説明　 ……………………………………………………………………………………………………………… 　早田　　宰
（早稲田大学社会科学総合学術院教授）

●基調報告
　早稲田の地域づくりの系譜　 ………………………………………………………………………………… 　佐藤　　滋

（早稲田大学理工学術院教授）

●学生活動報告　 ……………………………………………………………………………………………………… 　橋爪　亮典
（早稲田地域活動ネットワーク）

●第２部　石破茂のビデオ
　地方創生フォーラムに向けて（ビデオメッセージ）　 ………………………………………… 　石破　　茂

（衆議院議員・元地方創生担当大臣）

●パネルディスカッション
　地方創生の課題と展望　 …………………………………………………………………………… 　司会：浦野　正樹

（早稲田大学文学学術院教授　地域社会と危機管理研究所所長）

パネリスト：阿部　俊彦
（早稲田大学都市・地域研究所招聘研究員）

上原　佑貴
（えひめ風車NET副代表）

川副早央里
（早稲田大学文学学術院助手）

黒澤　武邦
（早稲田大学非常勤講師）

畠田　千鶴
（（一財）地域活性化センター広報室長）
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第12回　総合研究機構研究成果報告会
立ち上がれ！早稲田地方創生フォーラム

日　時：2016年10月14日（金）　15：30～18：30
会　場：早稲田大学　大隈記念大講堂



第12回　総合研究機構研究成果報告会

立ち上がれ！早稲田地方創生フォーラム

〔 開 会 の 挨 拶 〕
石　山　敦　士　

（早稲田大学理事：研究推進担当）

　皆さん、こんにちは。ただいまご紹介いただきました、研究推進担当理事を仰せつかっております石山

でございます。まず、成果報告会を始めるにあたりまして一言私の方からご挨拶を述べさせていただきま

す。

　本日はお忙しい中、この会にご参加をいただきまして誠にありがとうございます。大学を代表いたしま

して厚く御礼を申し上げます。

　近年、国際社会が政治的、経済的に複雑さを増し、また科学技術の急速な進歩を遂げる中、早稲田大学

は地球規模での人類共通の課題解決に挑戦し、アジアを代表する国際研究大学として世界に貢献する大学

となるために、2032年の創立150周年に向け、2012年11月に４つのビジョンから成る「Waseda Vision 150」

という中長期計画を策定いたしました。その４つのビジョンというのは、まず１つ目が「世界に貢献する

高い志を持った学生の育成」、２つ目が、「世界の平和と人類の幸福の実現に貢献する研究の推進」、３つ

目が、「グローバルリーダーとして社会を支える卒業生の輩出」、そして、４つ目が「アジアの大学のモデ

ルとなる進化する大学」になることを目指すということでございます。

　これら４つのビジョンを実現するために、13の革新戦略を掲げ、現在、全学を挙げて改革に取り組んで

いるところでございます。あわせて、Waseda Vision 150の中ではさまざまな数値目標を掲げております。

ここで少し時間をいただいて、その一部をご紹介させていただきたいと存じます。

　例えば、計画策定時、2012年当時ということになりますが、学部の学生数は４万4,000名でありました。

この数を2032年に３万5,000人に減らし、一方で、これに対して教員の数を1,680から2,000名ぐらいまで増

強する。すなわち、教員と学生の比率、よくスチューデント・ファカルティ・レシオといわれ、いわゆる

国際ランキング等で登場してくる数字ですが、その割合を改善しようとしています。この主目的は、ラン

キングを上げるということではなく、より質の高い教育環境の構築を目指すことにあります。

　また、社会情勢の変化に対応するために、高度な人材を育成するという意味で大学院生の数を1.5倍に

増やすということ、それと同時に社会人教育に力を入れ、これまで以上の社会人を迎え入れて研究を活性

化していく、そのような目標も掲げてございます。

　また、近年特に重要となっております国際化においては、外国語による授業の割合を全体の50パーセン

トまで引き上げることを計画しております。また、海外から受け入れる留学生の数ですが、現在既に年

間5,000名を超え、また逆に海外へ留学する早稲田の学生も年間4,200名と、いずれも国内トップの数字と

なっており、最も国際化の進んだ大学であると自負しております。

　Waseda Vision 150ではさらに留学生の数を増やし、全学生の約４人に１人は留学生にするという目標値

を立て、これに向けて教育環境の整備や、あるいは中野に新しく作ったような国際学生寮など、施設の整
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備を進めているところでございます。

　さて、私が担当しております研究推進におきましては、先ほどご紹介いたしましたWaseda Vision 150の

４つのビジョンの１つであります「世界平和と人類の幸福の実現に貢献する研究」を実現するため、未来

をイノベートする独創的な研究を強力に推進するための改革を進めております。大学といたしましては、

教員個々の高度で独創的な研究を支援していくということはもとより、組織的な戦略に基づいた、いわゆ

るチーム型の研究の推進が、国内外の研究機関との連携強化を含めて重要であるととらえております。こ

の実現に向けて、現在、早稲田大学は研究機構と称する研究母体を９つ設けてございます。文系が２つ、

理系が５つ、残りの２つは異分野連携、あるいは文理融合といわれているものをベースとする機構で、各

機構が学内外の組織との連携のもと、それぞれの研究分野に沿って組織的な研究活動を進めているという

状況でございます。

　本日の研究成果報告会を主催いたします総合研究機構は、今ご紹介いたしました研究機構のうち、文理

融合・異分野連携の研究機構にあたります。共催は総合研究機構に所属いたしますプロジェクト研究所と

いうことになりますが、プロジェクト研究所というのは、所属する学術院の垣根を越えた複数の教員、研

究者で組織されまして、共通の研究テーマのもとに研究を展開する、まさに先ほど申し上げました、組織

的かつ戦略的な研究拠点ということが言えます。

　本日は、総合研究機構に所属するプロジェクト研究所であります「都市・地域研究所」と「地域社会と

危機管理研究所」の共催により、「立ち上がれ！早稲田地方創生フォーラム」というテーマで研究成果の

発表をさせていただくことになります。日頃の研究成果を世に発信する絶好の機会ととらえて、また、会

場の皆様からはぜひ貴重なご意見をいただいて、有意義な情報交換の場としていただけたらと存じます。

　最後に、本日は10月14日ということですが、既に４日ほど経過してしまいましたが、現在、早稲田大学

最大の文化芸術フェスティバルであります「早稲田文化芸術週間」の真っ只中でございます。おそらく、

この大隈講堂の入口にも早稲田文化芸術週間という立て看板が立っていたことに気付かれた方もおられる

かもしれませんが、来週の金曜まで44のイベントがこの早稲田キャンパスを中心に催される状況にありま

すので、ぜひ明日以降も早稲田大学に足をお運びいただいて、そちらの方も楽しんでいただけたらと存じ

ます。

　以上、報告会の開催にあたりまして私からのご挨拶とさせていただきます。どうぞ、本日はよろしくお

願いいたします。ありがとうございました。

第12回　総合研究機構研究成果報告会
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〔 開 会 の 挨 拶 〕
花　井　俊　介　

（早稲田大学総合研究機構長）

　こんにちは。今ご紹介いただきました総合研究機構の花井と申します。まず、本日お忙しい中をこの

フォーラムにご参加いただき、本当にありがとうございます。深く御礼を申し上げたいと思います。

　今日のこのフォーラムは、我々総合研究機構の第12回目の研究成果報告会を兼ねて開催されておりま

す。そこでこの機会に私ども総合研究機構について少しご説明したいと思います。

　現在、我々総合研究機構の下には120を超えるプロジェクト研究所が所属しております。そして、それ

ぞれの研究所の所員の先生方がそれぞれの研究プロジェクトに属して一生懸命、プロジェクトの実現を目

指して研究を推進しているということでございます。

　先ほども少し石山先生の方からご紹介がありましたが、他の研究機構は多くがそれぞれ固有の研究プロ

ジェクトを持って、そして機構として研究に取り組むという形をとっておりますが、我々総合研究機構の

場合は機構自体として何か特定の研究のプロジェクトを持ってやっているというわけではありません。総

合研究機構の場合は、したがって研究の実態というのは機構にあるわけではないということでして、研究

の実態は機構に属しているさまざまな、文系もありますし、理系もありますし、あるいは先ほどからお話

がある文理融合型のプロジェクト研究所もあるのですが、そういった120を超えるそれぞれの研究所が研

究を計画し、推進しているわけであって、研究の実態、中身というのはプロジェクト研究所にあるという

のが総合研究機構の特質ということになります。

　それでは我々総合研究機構は何もしてないのかといわれるとそういうわけではなくて、我々としては役

割をもっていると考えております。その役割としては、傘下のプロジェクト研究所がなるべく円滑に運営

されて、そして予定した研究計画が順調に実施できるように支援していくこと、そしてその結果として質

がいい研究成果を量的にもどんどん出していただく。そこのところに我々の役割があるのだろうと考えて

おります。

　喜ばしいことに、近年、プロジェクト研究所の研究実績というのは大変顕著なものがありまして、そ

れぞれのプロジェクト研究所の成果は、例えば非常にたくさんの数の論文、著書ですとか、こういった

フォーラム、シンポジウム、あるいは研究会といったさまざまな形で社会に発信されておりまして、アカ

デミックな世界はもちろんのこと、実務への応用という面でも大変大きな、そしてたくさんの成果をあげ

てきていると思っております。その意味で、我々総合研究機構は研究という面で早稲田大学を代表する一

つの機関ではないかというふうに自負している次第でございます。

　そうした我々総合研究機構が生み出した最も新しい、そして研究機構を代表するような研究成果を報告

するというのが今日の研究成果報告会の趣旨ということになります。今年は浦野先生が所長をされている

地域社会と危機管理研究所、そして早田先生が所長を務められている都市・地域研究所が共催で「立ち上

がれ！早稲田地方創生」という元気のいいタイトルのフォーラムを開催していただくということになった

わけです。

　両先生を含めまして、研究所の先生方、今日はどうぞよろしくお願いいたします。また学外から講師、

あるいは討論者をお引き受けいただいて参加していただいた先生方、ご協力に心から感謝したいと思いま

す。また今日はよろしくお願いいたします。
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　最後に会場の皆さんにもぜひ今日のフォーラムに聴衆としてではなく、積極的に参加して意見を述べて

いただければいいなというふうに考えております。ぜひそういう積極的な参加をお願いしたいと思いま

す。

　以上、本当に簡単ではございますけれども私のご挨拶にかえさせていただきたいと思います。今日はど

うぞよろしくお願いいたします。

第12回　総合研究機構研究成果報告会
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〔 基　調　講　演 〕
円卓の地域主義─共創の場づくりから生まれる善い地域とは─

　牧　野　光　朗　
（飯田市長）

　皆さんこんにちは。ただいまご紹介いただきました長野県飯田市長の牧野でございます。本日はこの

「立ち上がれ！早稲田地方創生フォーラム」にお招きいただきまして本当にありがとうございます。石山

理事長、花井先生、それから早田先生、佐藤先生、本当に早稲田大学の先生方に大変お世話になり、お招

きをいただきました。実は私、先日、10月の９日が飯田市長選の告示日でありまして、本来であれば16日

が投票ということで、このフォーラムがある時に、つまり14日に行けるかどうかというのは、９日の告示

日の夕方の５時までに私の相手が現われるかどうかにかかっておりましたが、幸い無投票になりまして、

二期連続無投票で52年ぶりという、そんな記録にまでなってしまったんですけれど、おかげ様でここに来

ることができたところであります。

　今日はお時間、25分ぐらいといいますので４時10分ぐらいまでお話をさせていただければと思います

が、この題名は事業構想大学院大学という出版部から出させていただいた本の題名でございます。ちょっ

とその内容を交えてお話しさせていただきますが、私の経歴はまたお手元に配られていると思いますので

見ておいていただければと思います。

　私の飯田市ですが、私、飯田市の生まれ育ちでございまして、高校まで飯田市で、その後早稲田大学で

お世話になって、そして政府系の、当時日本開発銀行、今の日本政策投資銀行に入っていろんな地域のお

手伝いをさせてもらったり、海外も含めて地域づくりの調査研究をさせてもらったりという、そういった

転勤生活を送っていたんですが、ヨーロッパ、ドイツから帰ってきて大分の事務所長になったときから単

身赴任ということで、家族を飯田に帰しましたら、お前も帰ってこいと、そういう話になりまして、飯田

市長選に出ろという話になって、かなり１年ぐらい悩んだんですけど、まあここはやはりふるさとに恩返

しをしなければいけない、多分そういう巡り合わせなんだろうと腹を決めまして、それで最初の選挙、12

年前になりますけど、私を含めて４人出て大激戦だったんですが、それを制して市長にならせていただき

まして、今、12年目。４期目がつい先日確定しましたんで、あと４年やらしていただけるということに

なったわけであります。

　その飯田市はどこにでもある人口約10万人の地方都市ですが、さまざまなモデル事業があることで非常

に注目はされています。町のシンボルでありますリンゴ並木のまちづくりは飯田市のまちづくりの原点で

ありますが、これも非常に注目されるこのまちづくり、市民の皆さん方が、中学生がこのまちづくりの提

案をする中でりんご並木を自分たちでちゃんと育てていきたいという、そうした考え方を受け入れて地域

の皆さんが中学生のそうした思いというものを大事にしながら、このまちづくりを進めていると、そんな

誇れるものを持っている地域でございます。

　今日は飯田の個々の話はほんの少しさせていただくぐらいにしまして、基調講演でありますので、今地

方創生がどんなことになっているかということを中心に話をさせていただければと思います。

　ご案内のとおり、人口減少はもう既に2008年から始まっている我が国でございます。今世紀の終わりに

はこのままいきますと日本の人口は5,000万を切るのではないかと、そんな予測を人口問題研究所が推計
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していて、それも少子化・高齢化が進みながらという非常に厳しい数字が出てきておりまして、さらに地

方創生の原因といいますか、そういったきっかけになったのが増田レポート、日本の地方の半分がこのま

までは消滅しやしないかという危機的な内容のレポートで、国も地方も何とか地方創生だということで総

合戦略を作って今それに取り組んでいるという状況かと思います。

　この人口減少がここまで激しく出てきているのは、やはり地方と大都市圏の関係が高度成長からバブル

の時代まで含めてずっと人材流出が続き、そして人口がピークを経た後も地方から大都市圏への人材流出

が続いているというところが非常に大きな問題になっているわけですね。大都市圏の方では非常に子供が

育てにくいという環境の中、また、これから超高齢社会を迎えていくという中で、どうしても予算をこう

いった高齢社会の対応の方にも向けていかなきゃいけない。一方で地方は結局高校時代まではこうした人

材を何とか育てようとしてがんばってきたとしても、それが結局大都市圏へどんどん流出していくという

中で、なかなか地方に帰ってこないと。言ってみれば子育て世代が一極集中で大都市圏、特に首都圏に集

中していくという中で、最も子育てがしにくい、まあ特殊出生率を見てもらえばわかりますけど、東京都

1.1ぐらいしかない。そうした中でそこに子育て世代が集中してしまって、なかなかそういった子育て世

代が地方に帰ってこれないという時代が長く続いていく中で、地方の元気が出なくなってきた。地方でダ

イナミズムを生むことができなくなってきたと、そうしたことがあるわけです。

　これを何とかしなければいけない。まあ、言ってみれば地方創生というのはこうした、一旦は地域を離

れていった若い皆さん方が、やはりこの地域に帰ってきて、そしてここで安心して子育てができる。その

子供たちも出て行ってもまた安心して子育てができるという、こういった人材のサイクルを作っていくこ

とこそが基本になっているはずなんですが、なかなかこれができてこないというところに大きな課題があ

るわけであります。ということをまず申し上げます。

　それともう一つ大きな問題といたしましては、そういった大きな課題に対応しなきゃいけない行政なの

ですが、国も地方も大変な財政難という状況にありまして、私が市長になった12年前くらいは国の借金は

700兆円といわれていたのですが、今やもう1,000兆円を超えると。約1.5倍ぐらいまで借金が膨らんでし

まって、大変、この行財政改革をやっていかなければもうもたないという状況になってきているわけです

ね。で、それは国も地方も同じでありまして、ところが少子高齢社会が進んでいく中で、行政サービスと

いうものはやはり拡充していかなきゃいけない。多様化が進み、そして課題がどんどん山積していくよう

な状況の中で、行政サービスの拡充というものが求められるわけですね。先ほど私選挙の話もしました

が、日本全国どこの首長さんも行政サービスの拡充を訴えない人は恐らくいないはずでありまして、私は

行財政改革だけやりますと、行政サービスの範囲は縮小させていきますといって選挙に出て多分当選でき

る人はいないはずでありまして、であるとすれば、この行政サービスの拡充ということはやはり念頭に入

れて考えていかなければいけない。

　しかしながらということで、誰が担うのかと。その行政サービスを誰が担うのかということは、これは

今の時代に合わせていかなければいけないわけですね。これは基礎自治体がやっていた範囲なんですが、

それはこれから行財政改革をやっていくということになればよりコンパクトにしていかざるを得ないとい

う部分が出てくるかもしれないけれど、実際の行政サービスの拡充はこのように上げていかなきゃいけな

い、範囲を拡めていかなければいけないとすれば、その他のところを誰が担うかということを考えていく

必要がある。それがコミュニティビジネスであったり、あるいはPFIやPPPといった形での民間への委託

であったり、あるいは今日の一つの主題でありますけど、国では地域運営組織といっていますが、この地

域自治組織ですね。こういったコミュニティの力をいかに引き出すかということを考えていくということ
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が非常に重要になってくるという、そんなふうにとらえているわけであります。

　で、この三重苦という言い方をしておりますが、人口減少・少子化・高齢化という、そうしたことへの対

応をしていくためには、行政だけでは財政難でなかなか厳しい。ところが、この地域の皆さん方は行政サー

ビスの受け手にとどまってしまっている。つまり自分たちの地域を自分たちで作っていこうという、そう

いった主体的な関わりということに乏しくなってしまっている。これは大都市の住民がもちろんであります

けれど、依存心が強い、行政に対する依存心が強い。実は地方の住民も同様でありまして、そういった受

け身の社会からいかに脱却していくかということが求められているというように思うわけであります。

　一応、国の方もそれなりにやはりそうした課題には対応していこうと、それぞれの役割分担はしており

まして、いわゆる地方創生本部は人口減少・少子化・高齢化に対する対応を何とかやっていこうという本

部でありますし、それから経済財政諮問会議、私も属しておりますが、この専門調査会、経済財政一体改

革推進委員会というのはまさにこの経済の再生と財政の健全化を一体的に推進していこうという、そうし

た役割を持った委員会であると。そして、こういった地域の課題解決のための地域運営組織についての有

識者会議、これも私も参加させていただいておりますが、こういったものも立ち上げて、言ってみれば私

がとらえております三重苦への対応を何とかやっていこうという、そういった姿勢は見せているわけです

ね。なかなかこれは相互に深く関わっている話で、総合的に処方せんを出していくのはなかなか困難。し

かし、それを出していかないと真の地方創生につながっていかないというように思うわけであります。

　人材のサイクルを作っていくためには、高校までの人づくりをどうするかというのは非常に大きな課題

になるわけですね。私どもの地域では地育力という言い方をしていますが、地域の子供は地域で育てる。

そうした考え方において、やはり自分たちの地域がどういう地域かということをいかにその子供たち、若

い皆さん方に学んでもらうか。そして、特に中学や高校という地域との関わりが薄くなる時期にそうした

やはり地域との関わりをもってもらえるような仕掛けをいかに作っていくかということを考えるわけです。

　また、大学に行っても私どもの地域におきましては、そうした大学生、あるいは大学院生の皆さん方に

対するフィールドスタディ、学びの場というものを提供していますので、まさに全国のそうした地域を学

びたいという皆さん方に飯田を訪れてもらって、この地域を学ぶような仕組みも作ってきた。そういった

中で、この人材サイクルを構築して地域にダイナミズムを起こせるような、そういった仕組みを作ってい

こうということをずっとやってきているわけであります。

　財政難に対してのやはり地域としての対応というものは、地域経済の活性化ということになるわけです

が、今までのような工場誘致に頼るようなやり方というのはむしろもう時代に合っていかない。それより

も地域に合った産業を振興させ、そして地域の経済自立度を伸ばしていく。つまり、外からのお金が地域

に入ってくる仕組みを作り、そしてそれが中で循環する仕組みを作っていくことこそ、ちゃんと、言って

みれば定点観測しながらちゃんと数量的にとらえながら、定量的な分析を加えながらやっていくことが必

要ではないかと考えてずっとやってきているわけであります。こういった試みをこれからも続けていくこ

とが非常に大事だというふうに私はとらえております。

　それから、地域運営組織や地域自治組織の改革にも取り組んできたわけでありますが、言ってみれば、

右肩上がりの頃は国から都道府県、そして市町村といったトップダウン型の、まさにこういった関係を

ずっと作ってきたわけでありますが、今の地方創生の時代はもう逆でありまして、むしろ主体は地域の皆

さん方、住民や事業所の皆さん方、それをいかに市町村が支援するか、そして環境整備を国と都道府県で

進めていくかという、まさにこの協働共創の考え方が主流になってきている。これは先ほど申し上げた経

済財政諮問会議の調査会の中でもボトムアップの改革が重要ということはずっと言われているわけであり
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ます。こうしたボトムアップの考え方を取り入れてどうやってじゃあ地域づくりをしていくかということ

が非常に重要になってくる、そんな時代になっていると思います。

　さて、そういった中で、やはり大事になってくるのはビジョンでありまして、どんな地域を目指すのか

ということで、今までのように他の地域と比較して、あの地域よりはうちの地域の方がましかなというよ

うな形での、いわゆる優良可の良みたいな形での良い地域ではなくて、誰もがあの地域は善い地域だなと

いうように思ってもらえる。これは都市部におきましても、あるいは中山間地域におきましても、どこに

おいても私は非常に大事な概念だというふうに思っておりますが、いわゆる生活の質、クォリティ・オ

ブ・ライフのことはよく論じられていますが、やはり善い地域ということを考えていくためにはコミュニ

ティの質が問われなければいけない。まさにクォリティ・オブ・コミュニティ、こういった考え方という

ものをいかに地域の、地域づくり、産業づくり、人づくりの中に入れていけるかということではないかと

思っております。

　ちなみに飯田市は特殊出生率を見ていただきますと、1.76まできておりまして、これが東京都ですね、

47都道府県の中では沖縄に次いで高い数字と、それだけ子育て環境が整ってきていることの表れかと思っ

ております。ちなみに希望出生率、国が掲げている希望出生率は1.8以上でありますので、とても他の地

域の今の現状から見て、果たしてそれが実現できるのか、まさにこの地方創生ということで今いろんな総

合戦略がなされておりますが、こういった出生率を上げていくこと一つ取っても大変厳しい課題があると

言わざるを得ないというふうに思うところであります。

　そういった中で、この三重苦の克服をいかにしていくかということになるかと思うんですが、人口減

少・少子化・高齢化、先ほど申し上げたように、大都市圏から地方圏への人材サイクルをいかに作ってい

くかという、そうした課題。そして、経済再生・財政健全化の一体的改革をその中でいかに進めるかとい

うことと共に、先ほどから申し上げておりますように、いかにコミュニティの質を上げていくか、この自

立志向の自分たちの地域を自分たちで作っていこうという、そういった考え方を持つコミュニティをいか

にこの地域の中に創出して、それを横展開に拡げていくか。これが非常に重要になってくるというふうに

思うわけです。その時に出てくるキーワードがまさに共に創っていこうという共創であり、そしてボトム

アップであり、善い地域というふうになるのではないかというふうに私はとらえております。

　これまでの国の取り組みについて少しご紹介をさせていただきたいと思います。国は一体どういうふう

にそれを進めようとしているのかということなんですが、これは経済財政諮問会議の調査会、経済財政一

体推進委員会の中での議論も踏まえてですが、例えば地域医療を事例にしてみますと、まず課題を把握し

ようということで、マクロ的なものを見るわけですね。医療費の動向を見ますと、今ずっと右肩上がりで

医療費が上がっていっていますねというのは一目瞭然であります。で、これは経済財政一体改革にとって

は大変大きな課題となっている。何とかこの医療費を抑えることができないかということを考えるわけで

あります。そうすると、全体の流れだけ見ていてもわかりにくいので、地域別の流れを見ましょうという

ことで見てみると、かなり医療費に地域差があることがわかるということでありまして、青く書いてある

方がいわゆる健康指標の高いところで、赤い方が健康指標が低い、つまり非常に問題があるところです

ね。それが一人当たりの医療費と非常に相関が見られると。つまり一人当たりの医療費が低いところの方

が健康であるということがわかるわけですね。なおかつ、右の方の並んでる都道府県の名前を見てますと

明らかなのですが、明らかに西高東底、つまり東日本に対して西日本の方が一人当たりの医療費が高いと

いうことがこういったことから見えてくるわけであります。

　では、そういったところを踏まえてどういうふうな形でその地域、地域の格差というものを是正してい
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くかということがあるわけですね。これは私が経済財政一体改革推進委員会の中で出した一枚なんですけ

れど、今までのような右肩上がりのようなPDCAというか、実はＰしか出してないと私は言ってるんで

すけど、いわゆるＰばかり大事にする。つまり予算だけ出しておいてあとは執行はよろしくねという形

で、その後の検証も形だけ、ましてはその後のアクションというのがつながっているかどうかわからない

というような、そうしたやり方ではもうこれからはもたないと。右肩下がりの時代は右肩上がりのPDCA

が必要であると。特にDoの部分、まさに地方が担当する工夫の部分を大事にする。そういったPDCAを

進めることが必要であると。例えば国が予算をつけるといっても、その予算をつけたら終わりではなく

て、それを受け取った地方がどれだけ工夫をして、その予算の執行ができるかということに着目し、それ

をしっかりとチェックした上で次のアクションにつなげていくと。こういったものがこれからは求められ

るということを申し上げてきているわけであります。

　例えば、そういった中で地方の工夫をやった中で先進優良事例が出てくるわけですね。例えば私どもの

地域ですと、さっきの地域医療の例で言えば、高齢化は進んでて、そしてお医者さんの数はそんなに少な

い。日本の平均、我国の平均に比べて50人ぐらい少ないにもかかわらず平均寿命は長くて一人当たりの医

療費は本当に安いと。こういった体制というのは一体どうやって作っていくのかということをまず着目し

てもらって、この数字の裏側にある背景の、例えば医療体制というものを見てもらうということになるわ

けですね。そうしますと、少ないお医者さんをいかにうまく役割分担して救急医療をやっていくか。こう

いうことをやっているのは、行政と一緒に医療関係者の皆さんが協議会を作って、そこでこの地域の医療

問題を定期的にしっかりと話し合って、そしてその課題解決策を考える。まさにこの工夫の改革をずっと

くり返している、それがこの共創の場と呼んでもいい、その機能を果たしているということがわかってく

るわけであります。それによって、この定住自立圏のモデルになったこうした広域医療については市町村

の垣根を越えて、生活圏、経済圏を一緒にするような、そういった定住自立圏を構成して、中心市の飯田

市がその中核の市立病院をその役割に育てましょう。つまり飯田市の市民のみならず、周辺の町村の皆さ

んのためにもこの市立病院の役割を果たしましょう。周辺町村はそれぞれの役割を果たしていきましょう

というようなことを考える、そういった枠組を作っていくということにもつながったわけです。それを

やってきたのがこの市町村の連合であります南信州広域連合、飯田市及びその周辺の13の町村によって構

成されている、ここがまさに共創の場になった。ひと月に一回必ず首長たちが集って、そして時々の地域

課題を話し合う。地域医療であったり、あるいは公共交通であったり、今であればリニアの対応をどうす

るかということであったりと、そういったことを話し合う共創の場がずっと長く機能をし続けているとい

うことがあるわけですね。それによって産科問題も乗り越えたり、救急医療にも対応ができてたり、そし

てこれから先、在宅医療、在宅介護の時代になっていく。それにも対応するような診療情報連携システム

もこの地域の中で構築してきているということがあるわけです。

　しかし、今もっか国のそうした優良事例の抽出というところまではできましても、これを他の地域にど

う展開するか。横展開が今一番課題になっています。例えば事例集を作ってそれを紹介しても、あるいは

先進国に視察に行ってもらっても、出てくる言葉はうちの地域ではとてもできないなというつぶやき。こ

ういうふうになってしまっているのが現状ではないか。これを乗り越えるにはどうすればいいかというこ

とを今真剣に検討しているという状況でございます。

　私の持論でありますが、この横展開をするためには、言ってみれば木の枝にぶら下がっているその事業

の成果だけを見ていてはわからない。これだけを見ていたらどうして飯田市でこんなにたくさんの先進事

例が出てくるのかということは全然わからない。やはり見なければならないのはその下なんですね。その
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土壌であります。注目すべきはその土壌であって、例えば公民館、例えば先ほど言ってた広域連合、ある

いは包括医療協議会、こういった共創の場というものがさまざまな分野において存在し、ここで地域の課

題が論じられ、そしてそこからアイデアが出てきてそれを評価し合って、そしてそれを実現させていく。

こういった共創の場があることによって初めてイノベーション、そしてダイナミズムが起こってくるとい

う考え方であります。これは私が12年間飯田市政を担当させていただいてさまざまな事業の創出に関わっ

てきた知見から申し上げるところであります。

　例えば、今や全国にまたがって屋根貸し事業が拡がっておりますが、その一番最初のダイナミズムを作

り出したおひさま進歩というコミュニティビジネスの会社は、公民館という共創の場から生まれてきてお

ります。

　あるいは今航空宇宙産業に乗り出してきている当地域でありますが、その新しい産業の集積を作ろうと

いうことで、産業界の皆さん方が集まってきているのがこの南信州飯田産業センターでありまして、ここ

がまさに産業づくりの共創の場になってるということであります。あるいは大学連携。私どもの地域は４

年制の総合大学はないんでありますが、それを逆手にとりまして、日本全国どこの大学とも連携をしてい

こうと。そして、そのネットワークを作らせていただいています。これが学輪 IIDAというネットワーク

でありまして、現在35大学、87名の先生方にご参加をいただいているところであります。残念ながら私の

母校であります早稲田大学からのご参加は今のところないのでありますけれど、このうちのネットワーク

が非常にこの共創の場として機能しているということをご報告させていただきます。

　例えば、この環状交差点ラウンドアバウト、これは私ども行政、地域だけではできなかった。大学と一

緒になって社会実験をくり返す中で最終的には道路交通法の改正にまで結びつけた一つのイノベーショ

ン、ダイナミズムの事例でありますが、こうしたことは大学連携の中から生まれてきたものでありました。

　地域自治組織、まさにコミュニティの改革も同様であります。今までのトップダウン的な、つまり上か

ら下への上意下達型の組織から共創の場としての地域自治組織への衣替えをして既に10年以上がたとうと

しているわけでありますが、まさにこれがうまく機能する中で、例えば自分たちの保育園は自分たちで

やっていくんだというような中山間地域の事例も出てきておりますし、そうしたことを通して地域の活性

化が図られているという状況でございます。私はやはり個人の皆さん方が地域に関わるという当事者意

識、まずそれをもってもらって、そして地域の共同体でありますそうした地域運営組織が主体的にこの地

域に関わっていく。こうした役割をもって、そしてみんながこの円卓に集うような、そうした場をしっか

りと位置づける。そうした中で初めてこの共創の場が機能するようになるというような考えるところでご

ざいます。こうした共創の場づくりこそ、これからの地域創生に私は不可欠なプロセスと考えるところで

あります。

　リーダーシップもそうした意味でトップダウン型からボトムアップ型に変わっていくというふうに考え

るところでありまして、まさに私がやっておりますのは左のトップダウンももちろんやらないわけではあ

りませんが、右側の２つ、キャッチボールをしながら地域住民の皆さん方と擦り合わせを行う。あとはカ

タリストとして地域住民の課題に対して住民の皆さん方自らその課題解決を図っていくような、そうした

役割というものをリーダーシップとして図っていければと考えております。そうした事例も出ております

が、ちょっと時間になりましたのでここまでとさせていただきます。円卓の地域主義の第４章に書かせて

いただいています、すべては当事者意識から始まる。まさにこれが私の地方創生を志す皆様方に申し上げ

たい一番最初の言葉でございます。

　ご静聴ありがとうございました。
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〔 資　料　説　明 〕
早　田　　　宰　

（早稲田大学社会科学総合学術院教授）

　皆さんこんにちは。この地方創生フォーラムにご来場ありがとうございました。今、飯田市長からお話

がありましたが、私ども早稲田で学びまして、私は理工学研究科の出身なのですけれども、当時都市計画

特論の講義をしていただいておりました田村明先生の授業を覚えておりますが、必ず授業の最初に飯田の

りんご並木の話をされていました。次の時代に子供たちに環境を伝えていくことが都市づくりで一番大事

なことだよという話を田村先生がされていたことを、懐かしく思い出しておりましたが、そんな記憶がい

ろいろとよぎる中で、私も10月から早稲田大学都市・地域研究所の所長を仰せつかりました。新しい都市

づくり、地域づくりのためにがんばっていきたいと思っております。「立ち上がれ」という今回のシンポ

ジウムのメッセージは日本中でということもあるんですが、実は私たちがまず取りあえず立ち上がらなけ

ればいけないなと思って、自分の肝に銘じて掲げたようなところもございます。

　お手元の中に資料集がありまして、こちらを説明させていただきます。資料集の封筒の中に小冊子が

入っております。実はこの地方創生というテーマ、それから早稲田は今まで何をしてきたのかというとこ

ろをかいつまんで見ておきたいと思います。

　冒頭に牧野市長の方から飯田に残念ながら早稲田の旗がないということがありましたけれども、では何

をどこでしているのかということになろうかと思いますが、今までの各地での取り組みをまとめて地図や

年表にしていますので御覧いただければと思います。地方創生ということは、冒頭に牧野市長からもお話

がありましたが、人口減少に歯止めをかけることが第一です。あるいは、そのために各地域がそれぞれの

特徴を活かして自立的で持続的な社会を創生するということ、これが大きな目的になっているわけです。

　そのために、企業誘致のみならず、新しい仕事づくり、ワークライフバランスですとか、あるいはその

ためにガバナンス、地方版の総合戦略を作っていくと、こういうところがねらいになってきているわけで

す。

　このために、国の方では2015年になりますが、第二次安倍内閣でまち・ひと・しごと創生本部、その根

拠法というものを作りまして、全面的にやってきているわけです。これを通常、狭い意味での地方創生と

いっているわけです。

　つまり、この地方創生を因数分解して分けると、まち、ひと、仕事であると。今までまちづくりとかま

ちおこしと言ってきましたが、まちに加えて、人や仕事という言葉が併記されてくる。しかもわかりやす

く目に止まるようにひらがなを３文字並べたというところが国民へのメッセージだと思うのですが、人に

フォーカスが当たっているというところに改めて注目しておきたいと思います。

　地方創生、今お話がありましたとおり、人材力が非常に重要であるということになってくる。実際に困

難な状況を切り開いていく人材こそが地域の宝であるということであります。地域力というものを、ある

いは市民力というものを切り開いていくためにはどういう人材が必要であるか。この都市・地域研究所で

は、それを鍛える思考力や、あるいは実践力や、それを支えるようなベーシックなスキル。特に大学では

こういうものをしっかり考え対処してゆけるような基礎的な素養を身につけて世に送り出すと、そういう

ことが課題だと思っているわけです。さて、こういう思考力や実践力、さらには21世紀型能力、これは国

であるとか経済産業省、文科省であるとかでもさかんに議論しているところでありますが、果たして早稲
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田がそれについて何をしてきたかをもう一度ここで振り返っておきたいと思います。ここにいらっしゃる

方は早稲田関係者が多いと思いますが、改めて説明するまでもないかもしれませんが、大隈重信、あるい

は小野梓ら建学を支えた人々は地方の出身者であった。地方の目線、それに加えて中央へのある意味での

反骨精神のようなもの、進取の精神といっていますが、クリティカル・シンキング（critical thinking）、そ

ういう新しい時代が求める新しい問題解決を導こうとする気概に溢れた人々が作った大学であるというこ

と。それがこの学旨にもなり、さらには実際にそれに従ったカリキュラムができていくわけです。それに

もとづく地域づくりのカリキュラムについては、この資料集の一番最後に年表がございまして、後でゆっ

くり見ていただければいいのですけれども、もう非常に古くから、建学の時から、高田早苗総長が社会学

（当時の科目名は世態学）を講義して、地域や地域づくりを論じています。それから逆算しますと、130年

以上になると思うのですが、地域づくりの研究をしているわけです。そういう中で、地域社会の問題をと

らえていく、あるいはそこに対して横断的で学際的でアクションリサーチをしていく。特にそのグローバ

ルな人材育成をするということに早稲田の都市・地域研究の大きな特色があろうかと思います。

　さて、早稲田はどこで何をしているかというところに戻りますが、マップを付けております。かかわっ

た地区は本当にたくさんありますが、お手元の中の資料集の封筒の中に入っているカラー刷りの地図が、

それが特に稲門OBOGの方々、現役の学生サークル活動によるものです。教員の研究以外での拡がりと

いえます。この拡がりこそが早稲田の力だと思うのです。その一方で、ある意味で広がりが大き過ぎて、

誰がどこで何をしているかがかえってわからなくなってしまっていると。早稲田の大学広報もどれを宣伝

していいかわからないと、そんなところもあるのかなと思いながら一覧できるようにマップにしておきま

した。これからはアーカイブにしていくとか、見やすくリファレンスする機能というのも必要なのかなと

ちょっと考えているところであります。

　いずれにしても、マネジメントというキーワードが先ほども出ておりましたが、どういうふうにやって

いくのか、大学の力、人材をもっとうまく活用していくにはどうしていったらいいのか。その辺が二部で

浦野先生を中心にご議論をしていただけると楽しみにしています。一言で言えば、地域の思いであると

か、ソリューション、そういったものをプラットフォーム化し、オープンにして、その思いの連鎖を元気

にしていくと、そういう循環を作っていくことがこれからの地方創生に重要かと思いますが、そこにどう

やって大学が入っていくのか。そのヒントを得られるようなシンポジウムになれればと思っております。

　では、詳細について、もう少し地域づくりに絞ったところを佐藤滋先生にバトンタッチをして続きにか

えたいと思います。

　ご静聴ありがとうございました。
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〔 基　調　報　告 〕
早稲田の地域づくりの系譜

佐　藤　　　滋　
（早稲田大学理工学術院教授）

　皆さんこんにちは。今日は「早稲田の地域づくり、その系譜」ということで20分ほどお話ししたいと思

います。都市・地域研究所の成果というより、早稲田がどういう歴史をこの地域づくり、まちづくりに経

てきたのかという観点からお話をしたいと考えております。

　私は1969年に大学に入りました。この時代が何かというのはもう言うまでもないことですけれども、こ

の70年前後から地域づくり、まちづくりの時代が始まったと私は考えています。そして、四半世紀ごとに

大きな変局点を迎えていると。今まさにこの地域づくりは大きな変局点を迎えていて、その変局点を乗り

越えるために今まで何をしてきたのかというのを振り返ってみたいと思います。これは早稲田の地域づく

りだけではなくて日本全体がどういうふうな経緯を経てきたのかということを考えてみたいと思います。

　まず早稲田大学「二一世紀の日本研究会」は、1971年に内閣府が募集した21世紀の国土のデザインで、

総合賞を受賞したものですが、日本列島を逆さに描いて見方を変えることを提案しました。1970年台の初

頭という時代は、非常に大きな変局点だったわけです。日本列島を逆に見てみると、いろんな将来が見え

てくるということです。これを起点にして地域ビジョンの生成とか、理論構築に向かったと思います。こ

の逆さの日本列島が象徴するのは発想の転換と既存の知見を疑う、別の見方をする、あるいは誰もやって

ないことを考えてみよう、ということだったと思います。

　そしてこの早稲田大学の知的資源が総動員された成果をもとに、1972年に、『ピラミッドから網の目へ』、

『アニマルから人間へ』という２冊の本が出版されました。こういうビジョンを基にして、これを具体的

に地域で展開する試みがその後、進められました。これは吉阪研究室による「杜の都仙台」という都市全

体をデザインするプロジェクトです。物的なものだけではなくて社会とか生活とか、それからそれぞれの

「まちの姿」とか、そういうものをデザインすることを提示していったわけです。このスライドは東京都

に提出した「東京・まちのすがたの提案」で、建築学科の都市計画三研究室が1974年から取り組み、生活

空間としての地域やまちの具体的な姿を提示しました。だけども実現のための方法はあまり考えてなかっ

た。まだビジョンの段階にとどまっていたと思います。

　これはジュリストという、これ法学系の雑誌ですけれども、1977年に、各地で現れているまちづくりの

萌芽を「集覧」としてまとめています。こんなことが背景にあって、早稲田でもビジョンを具体化するた

めに、例えば行政と連携して進めていこうということで、たとえば、戸沼研究室では青森県津軽広域圏の

ビジョンと未来へのシナリオ提案を、行政との強力な共同研究によって進めました。これは、先ほどの杜

の都仙台とともに、都市計画学会の最高賞である石川賞をいただき、当時の考え方をリードしたと思いま

す。

　そして、これは私の研究室が取り組んだものですけれども、1990年になって、少し後になりますけれど

も、行政・民間・大学が一体になった共同研究で、これを山形県最上地方で「最上エコポリス」という環

境をベースにした地域づくりをしてみようと。ただ、ここはビジョンを提示するだけではなくて、これを

具体的に地域に落としていくということももう大学には求められていました。こんなような形で最上地域
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の８つの自治体が、それぞれのところでプロジェクトを推進し、全体として地域とともにビジョンを実現

していくことが大学に求められてきたと考えています。

　さて、東京では1980年代、防災や住環境の問題が深刻になってきた時代でもありました。例えばこうい

う木造密集市街地、防災的にも環境的にも、あるいは地域の衰退に対してどう考えるのか。この時代はバ

ブル経済のもとで巨大開発が各地で推進されていました。早稲田のまちづくりはそういうものとは一線を

画して、持続的に小さな単位での住民・地権者共同で、先ほどの牧野市長のお話にもありましたけど、地

域の中で市民が自分の財産をかけながら専門家や行政と一緒になって小さなプロジェクトを連鎖する、ま

さに持続的なまちづくりを行う取り組みを続けました。ただ、このような方法はまだまだ実験的なものに

とどまっていました。ですから最初に申し上げたようなビジョンを基にしながら、それを具体的な場所で

実践して、方法として確立しようとしていました。

　すなわち住民参加の手法などの開発も含め、1990年に向けてさまざまな実験が取り組まれ、まちづく

り、地域づくりがいろんなトピックを多く生み出していった時代だと思います。

　1990年代になると、バブル経済崩壊の予感、そしてその後の失われた10年と言いますが、実はこの1990

年代の次の四半世紀にはさまざまな実践が行われて、地域の中で実りある成果が生まれたと思います。私

たちは理論と実験を超えて、次なる方法と理論の構築に取り組みました。先ほどPDCAのサイクルとい

うお話がありましたけれども、実験的なことをやるだけではなくて、それを各地で展開し検証して、次

の方法と理論を模索する、そういう研究体制をつくるために、バブルがもう崩壊する、この時ですけれ

ども、「早稲田都市計画フォーラム寄付講座」が生まれました。1993年度から、主に早稲田出身の専門家

たちが毎年1,000万円の寄付を集めてくださり、３年間、協働して教育研究をしていこうということです。

専門家も立ちどまって考える時期だったと思います。そこで全学共通の寄付講座、「現代都市地域論」が

毎週講義と２コマの演習を行いました。これが今、オープン教育センターとかグローバルエデュケーショ

ンセンターに発展しています。これを企画したのは今日のパネルディスカッションのコーディネーターの

浦野先生とか内田勝一先生、それからオープン教育センターの所長を務められる土方先生とか、４人で、

当時の白井教務部長に、「早稲田大学は総合大学でありながら全学の学生が集まるような講義というのが

ないので何とかしてくれ」というお話をしたところ、後に総長になる白井先生は「全部の学科、全部の大

学院に同じ授業を置けばいいだろう」ということで設置が進みました。この寄付講座で得たものというの

は大変大きかったと思います。

　それから同時に「早稲田まちづくりシンポジウム」を毎年開催し、稲門市長会からも強力な支援をいた

だき「早稲田メイヤーズ会議」も同時開催して、先端の取り組みをなさっていたメイヤーの方々も集まっ

ていただき、学生も教員も集まり、一体となってこの1990年代、今までの実験の時代を越えて、総合的に

展開していくことを大学が基盤になって実践的な研究と教育を進めたわけです。このスライドにあるプロ

グラムは95年のシンポジウムの時のものです。メイヤーズ会議には分権型地方自治を切り開いた市町村長

の方々、歴史に名をとどめている方々が結集しています。掛川の榛村市長、山形県金山の岸町長、松浦高

崎市長、土屋武蔵野市長とか、もう皆さんご存知の方ばっかりですが、いろいろな政策や事例を持ち寄っ

て議論をしたわけです。同時に、寄付講座の公開講義をし、あるいはシンポジウムでまちづくりの議論を

戦わせました。

　さて、じゃあ早稲田って一体何が特色、何をがんばっていかなければならないのか、こんなことを実践

しながら、吉阪隆正の、Discontinuous of Continuity「不連続統一」という標語が思い出されてきました。

どこでもいつでも誰でも、みんなで提案をして、議論をし、多少の不連続があってもいいからやっていこ
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うということですね。そこから新しいものを発見し、実践的理論と学問を構築していこうと、不連続統一

と発見的方法です。例えば共生という言葉がありますが、京都学派は共生の思想といいました。早稲田も

似たようなところがありますけれども、仲良く共生するのではなくて、一人一人の個性、一つ一つの個性

が際立って、それがぶつかり合って、多少の不連続があっても予定調和を排して、ある種の統一を目指す

という、こういうことがエネルギーになるんじゃないかというふうに思います。

　言うまでもなく、1995年の阪神・淡路大震災の復興にも多くの教員、学生が参画して学び取り、この年

が次の四半世紀の幕開けであったと思います。実験の時代と実践的研究体制をベースにして次の四半世

紀、地域づくりの本格展開の時代が始まったと思っています。そのテコになったのは言うまでもない阪神

淡路大震災で、大きな変局点を迎えました。それまでに蓄積されていたものがここで噴出しました。この

スライドは震災２カ月後の姿ですけれども、早稲田の学生たち、私の研究室では、この長田区の野田北部

地区、鷹取等が拠点となり当時も有名になりましたけれども、ここに１年半常駐し、地域の復興協議会の

方々とともに調査研究をし、あるいは提案をしたりしています。

　こういうふうに学生や大学が地域に入り込んで一緒に活動する、そこから新しい学問を見つけ出す、あ

るいはそれを横に展開する、そんな時代が幕を切って落とされたと思います。

　地域で住民が協議会を作って、地域の中で活動を支える仕組みが生成しました。そしてボランティアと

かNPOとか、社会的企業とかを生み出し、それが展開していく動力になっていったと思っています。

　さて、こうした社会の動きとともに、先ほどのメイヤーズ会議やまちづくりシンポジウムをベースにし

て都市・地域研究所が1999年に発足しました。

　ここでは自治体と共同研究を行いました。約15の自治体が３年間、３期にわたって９年にわたるわけで

すけれども、都市・地域研究所に参集して共同研究を進めたわけです。「分権型都市地域ビジョン」、「21

世紀型都市地域ビジョン」とか、３年ごとに区切ってさまざまなテーマで、高崎市や福島市、掛川市、鶴

岡市とか二本松市とか、さまざまな先進的な取り組みを進めている自治体にこの共同研究に参画をしてい

ただき、これをベースにしてまた新しい理論化と方法の構築に取り組みました。これらがベースとなっ

て、文部科学省のオープンリサーチセンターとか高度研究基盤形成事業とかに採択いただいて、自治体や

市民組織との共同研究を通して、方法論、技術開発を推進するという基礎を作ることができました。先ほ

ど一緒に寄付講座を立ち上げた先生方が一緒になってこの都市・地域研究所を進めてくださったわけで

す。そういうことでこの都市・地域研究所は早稲田の地域・まちづくり研究の長い歴史の中から生み出さ

れました。

　具体的な技術開発としては、研究所にスライドにあるような景観シミュレーション装置を導入して、ビ

デオですけど見ていただいて住民参加の手法を本格的な技術など、協働の地域づくり・まちづくりの技術

開発と計画方法論の開拓を進める、都市・地域研究所はそういう役割を担ってきたと思います。このビデ

オは中越沖地震の後柏崎市えんま通り商店街での復興に取り組んだ様子ですが、住民の方々、地域の被災

者の方々が模型を組み立てながら、自分たちの地域のビジョン、生活の仕方を考え、暮らし方を考え、あ

るいは生業の再生を考えると。これは一つの事例ですが、具体的な技術と方法と、それを使って全面展開

できるような、そういうような研究を進めてきたわけです。

　そして、早田現所長と二人で編者になった「地域協働の科学」を、地域協働の方法を理論化し、方法論

化してまとめました。

　さて、東京は首都直下地震に30年の間で70パーセントの確率で来るだろう。あるいは東海・東南海地震

も同じような確率で、といわれて久しい訳です。これに対して「地域協働復興」を掲げて、先ほどの神戸
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市野田北部の経験を基にして、新宿区との包括協定に基づいて10年以上にわたって、「事前に復興まちづ

くりを始めよう」、すなわち「事前復興のための協働復興模擬訓練」という活動を新宿区、地区協議会と

ともに進めています。これは将来起こりうる災害のイメージを共有し、これを基に地域まちづくり活動

を、地域の中で大学が地域と共に活動する。このようなことがそれぞれの地域で受け入れられるように

なってきた時代がこの1995年から今に至るところだと思います。

　こうして、各地でまちづくりを自らの力で展開し、地域社会を運営する気運が高まり実践がすすめられ

ました。参加で計画を作るだけではなく、あるいは体制を作るだけではなくて、自ら事業を組み立てて、

まちづくりを進めていかなければいけないだろうと。まさに市民が当事者意識をもって自分の財産をかけ

てやっていく方法として「まちづくり市民事業」を出版しました。こうしてビジョンを実現する手段を確

保し、主体形成をするということになったと思います。

　こういう中で2011年に3.11災害が起こるわけです。早稲田大学では、総長が編集して、92の分析と提案

ということで、稲門の方々、早稲田の中で東日本大震災と向き合っている方々の研究と実践事例を集めて

一冊の本にしています。例えばこれは私が関わっている福島県の浪江町と避難住民、市民組織に対する支

援ですが、原発事故被災地という大変厳しい状況ですが、都市・地域研究所だけではなくて、法学の立場

からなど、総合的に取り組み、このスライドでしました「早稲田で何ができるか」、というシンポジウム

も開催しました。また、都市・地域研究所で被災地を巡り、2013年の秋にDVD８巻の「東日本大震災─

復興まちづくりの今」というビデオを編集して出版いたしました。もうまさに稲門の方々がこの復興の中

で活躍している様子を私も身をもって実感しました。

　さて、このように、我々、大学人が地域と協働して、地域の中で実践できるようになってきた。しか

し、次の四半世紀に向けて、牧野市長もおっしゃったような非常に難しい時代です。こういう中でただ大

学が地域の中で貢献しているだけでいいのか。実践活動をしているだけでいいのかどうか。我々が今考え

なければいけないことだと思います。多分、2020年までは今の勢いでいくでしょう。けれども、2020年か

ら次の25年、四半世紀に何をしたらいいのか。早稲田大学はグローカル・ユニバーシティという言い方

をしています。世界はもっと進んで、「超グローカル」な構造に進む。身近な生活圏コミュニティと地球

ネットワークコミュニティ、こういうものが共存・重層する。これらが、どんな関係を取り結ぶのかとい

うのを考えていかなければならない。私は、10年前に、世界的な市場経済システムと、地域共同体を強く

志向するまちづくりの実践、これが対立をしているように見えるけれども、次の時代はこの斜めの協調軸

と書いてありますけれども、「ネットワーク型の市民社会と、それからボランタリーな地域経済の生成と

が顕在化して、協調軸が表われる」と論文で書きましたが、なかなかそう簡単なものではないように今は

思っています。ですけれども、こういうものを目指して2020年から始まる次の四半世紀、に何をするの

か、次のパネルディスカッションに期待をしたいと思います。

　どうもありがとうございました。

注 ）本講演の内容は、「まちづくりのこれまでと、これから」（佐藤滋編著「まちづくり教書」９－40ペー

ジ、2017年３月、鹿島出版会）に詳述してある。参考にされたい。
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〔 学 生 活 動 報 告 〕
橋　爪　亮　典　

（早稲田地域活動ネットワーク）

　皆さんこんにちは。私、早稲田地域活動ネットワーク、通称ワセリック（WASERIK）代表の法学部三

年橋爪亮典と申します。私の方からは本日は学生の地域活動の実態についてと、それを踏まえての今後の

学生の地域活動のあり方について考えた結果をお話しさせていただきたいと思います。

　まず簡単に自己紹介なのですけど、私、今、法学部三年生なのですけど、どちらかというと法律よりは

地域のことに没頭した２年半かなと思っておりまして、自分自身、早稲田の「行ぐべ小国」という山形の

小国町というところに行くサークルに所属しているんですけれども、そちらの方で一年生の９月ぐらいに

サークルの立ち上げに関わりまして、今までで17回小国町に行っております。そのぐらい小国町という

か、地域が好きで活動しております。また、こちらの地域活動ネットワークの方なのですけれども、こち

らは去年の夏ぐらいに立ち上げがありまして、それで「行ぐべ小国」の他に新潟県十日町市の蒲生地区と

いうところに関わっている松代早稲田じょんのびクラブというところと、あとは岩手県田野畑村に関わっ

ている椎の森の会の３つの団体が合同で集まりまして、お互いの活動の振り返りを行ったり、一緒に何か

やっていこうという感じで活動しているところです。

　本日の内容なのですけれども、こちらのワセリックの方で３つの地域の方々にいろいろお話を伺ったり

しながら、学生が地域に関わってどうですかとか、そういった話を聞いたり、あとそもそも、その地元の

方が何でその町に移り住んだりとか、そこでいろいろ活動を行おうとしたのかという経緯をインタビュー

を行いました。それを踏まえての活動の結果を振り返りたいと思います。

　研究内容といたしましては、先ほど申し上げましたように、小国町、十日町の蒲生地区と田野畑村に関

わる学生及び住民、特に移住者の方にインタビューを行いました。そうして得られた内容から、そういっ

た方々が地域のどういう点に魅力を感じているのかとか、あと学生の地域活動のあり方をいろいろ振り

返ったりしました。取材対象者は７名で、対面、または文面でインタビューを行いました。取材内容は一

例なのですけど、こちらにあげさせていただいております。

　これからお話しさせていただく方は７名と挙げているんですけど、今回自分の実体験に則して説明した

方が皆様にわかりやすく伝わるかなと思いましたので、山形県小国町の方の事例を取り上げながら活動紹

介をしていきたいと思います。

　山形県小国町の事例、今回伺った方は50代の女性の方でして、もともと出身は島根県でした。島根から

東京に大学に出てきた時に、大手人材会社、かなり有名な所で就職をされまして、その後、いろいろあり

まして山形県小国町に移り住むことになりました。現在小国町では旦那様が有機農業で作られたものを加

工して煎餅にしたりクッキーにしたり、そういったことの加工とか、あと、それを東京に売り込むといっ

た販売を行っている方です。

　まず最初、小国町に住もうとしたきっかけは何ですかという質問で、東京で大手人材会社で働いている

時に食生活の乱れとストレスによる金属アレルギーを発症してしまったと。都会の生活に慣れなかったと

いうことをおっしゃっていました。そうした時に食や環境問題に関心を持ち始めて、こちら未来食という

ものがございまして、そういったものに行き当たったというか、そういったものを知って、それで未来食

の関係で偶然小国町のことを知ることになって、小国町に行って、もう小国町が気に入ったということ
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で、そのまま移住することになったということです。

　で、小国町の魅力は何ですかというお話をさせていただいたところ、自然と人と暮らしということです

ね。大体、地域活動に関わっている学生でどういったところを地域というか、田舎に魅力を感じているか

というと、大体この３つのうちのどれかなんで、移住した方とそんなに違いはないのかなということがわ

かりました。

　今度は学生の地域活動についてどう思いますかという質問をさせていただいたんですけれども、正直、

ここは学生としては耳が痛い話なのですけど、特に変わったことは思わないということをおっしゃってい

ました。そもそも、まあ山形県小国町に学生が関わったのは僕が一年生の時なので２年前で、まだまだ始

まったばかりではあるんですけど、２年もたったのに何も変わっていないと言われたことは結構個人的に

はショックなことだと思いました。その原因として下に３つ挙げていただいているんですけれども、まず

交流している町の人が限られているということで、こちらは学生は今役場と連携して関わっているんです

けれども、結構役場頼りのところがあって、町の人、関わっている人が少ないのかなと思われます。ま

た、学生の活動が共有できていないということで、それは下の部分と関わっているのですけれども、学生

が町にいていろいろ体験をして楽しんで終わっているという側面があるのかなというふうに思われまし

て、まあ、こちらにも書いているのですけど学生のひとりよがり感があるのではないかなと思いました。

　こういったインタビューを踏まえての考察なのですけれども、まず地域の魅力、どういった点を感じま

したかという点では、大体学生と一緒のようなことをおっしゃっていて、そういった点では地域の価値と

いうものは共有されているのではないかなと思います。その一方で学生の地域活動に関しては活動の効果

が限定的であったり、また楽しむこと重視で地域と関わっているという側面が抜け落ちているのではない

かなと思います。そもそも何でそういうふうになるのかというと、結構学生の活動ってこれからどうして

いこうかとか、去年こういうことをやったから今年こういうことをやろうということがベースになってい

まして、自らの活動を反省する機会がないということが大きな特徴かなと思われます。普段、学生は授業

で忙しいというのはあるんですけれども、ミーティングとかやったりして、そういった場で次どうしよう

かという話ばっかりで、今、地域どう思っているかとか、これまで自分たちの活動はどうかということを

振り返る機会がなくて、どうしてもそういったことでひとりよがりな地域活動になっているのではないか

なと反省しているところです。また、地域住民、地域の自治体の付き合いとか、そういったことで連携が

不足しているのではないかなと思われました。

　地域の学生活動はどうあるべきかということなのですけれども、先ほど申し上げたように定期的な見直

しとか、そういった機会が必要なのかなと思いました。それは学生だけでできることなのでそんなに難し

くないのかなとは思うんですけれども、ただ今回取材を行うまではこういったことはなかなか気付かな

かったので今後の反省点として活かしていこうかなと思っております。

　また、活動の目的ですね、何を目的に地域と関わってるのかというのを常に自分の中に置いておきなが

ら活動することが大事なのかなと思っております。学生はやっぱり４年間という限られた期間なのでどう

しても短期的な目で見てしまったりして、それがどうしてもやっぱり地元に住んでる方々は地元のことを

長期的に考えているので、そういった点で考えの違いとかが出ているのではないかなということに思われ

ました。

　また、他の地域や他の団体と自分たちの比較ということをもっとやるべきではないかなと思います。

やっぱり一人よがりになりがちというところが一番学生で大きな課題かなと思いますので、そういった点

で反省をすべきかなと思いました。
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　これで最後になるんですけれども、これまでの取材活動を踏まえまして、地域活動って主によそ者、若

者、ばか者が大事だってよく言われると思うんですけれども、私たち早稲田大学生というのは慶應大学に

比べて芋くさいとか泥くさいとかよく言われるんですけれども、そういった早稲田大学生の泥くささ、芋

くささというのを十分に発揮して、若者、ばか者、よそ者であって地域とうまく連携できたらなと思いま

す。

　以上をもちまして私からの発表を終わらせていただきたいと思います。ありがとうございました。
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〔 石破茂のビデオ 〕
地方創生フォーラムに向けて（ビデオメッセージ）

石　破　　　茂　
（衆議院議員・元地方創生担当大臣）

ビデオメッセージ 企画調整・撮影

藤　井　浩　司　
（早稲田大学政治経済学術院教授）

森　田　金　清　
（早稲田大学政治経済学術院非常勤講師）

　皆様こんにちは。前の地方創生担当大臣、慶應義塾大学卒の衆議院議員の石破茂であります。

　今日は早稲田大学におきまして地方創生をテーマとしたフォーラムが開かれる、とても有意義なことだ

と思っております。開催にあたってご尽力くださいました皆様方、本当にありがとうございます。

　地方創生というのは、これに失敗すると日本の国がなくなってしまう。そういう強い危機感に基づいて

進めている政策です。今までも列島改造とか、ふるさと創生とか、田園都市構想とか、政権の中で地方を

大事にしよう、地方を発展させよう、そう言わなかった政権なんか一つもありません。だけども、それは

すべて人口が増えていた時代、経済が伸びていた時代の政策でした。これから先日本は人口急減期に入り

ます。今１億2,700万人の日本人は、このままいけばあと80年、西暦2100年には5,200万人に減ります。200

年たてば10分の１、1,391万人。300年たてば30分の１、423万人に減ります。

　東京も地方もこのままいけば衰退の一途を辿ります。食料を作り、エネルギーを作り、出生率が高い、

その地方が衰退をし、これから先、首都直下型地震は不可避です。そして、人類が経験したことのない超

高齢化を迎える東京です。どちらもこのままいけば衰退する。その結果が日本がなくなっていくというこ

となんです。従来の政策でいいはずがありません。すべてが東京向き、東京に向かってあれをやってく

れ、これをやってくれ、それは経済が伸びていた時、そして人口が増えていた時、そういう時だけに通用

する政策でした。まさしく地域がその地域の経済を分析をし、そしてまた人口の動態を分析をし、それぞ

れの地域において何をどう伸ばしていくべきなのか。その答えが永田町や霞ヶ関にわかるはずがありませ

ん。その答は地域にこそあります。それを実現するために、政府、あるいは中央の大手企業がこういうこ

とをやるべきであると、発想は地域にこそあるものだと私はそういうように信じております。

　今までの中央集権から脱するというのはそういうことなんであって、それぞれの地域が何をすべきなのか、それ

ぞれの地域が次の時代の日本のために何をすべきなのかをお考えいただき、答えを出していただき、中央と地方、

これは共同責任だと思っています。そして、産官学経労言、産業界であり、そして役所であり、学問の世界であり、

経営の世界であり、そして労働組合の世界であり、そして言論の世界であり、皆が思いを一にしながらやっていく。

日本が生き残っていくためにはそれしかありません。我が日本に残った時間はそんなに長くありません。まじめに

考えれば、政策の選択肢の幅もそんなに広いものだと私は思っておりません。今日の催しが有意義なものとなって、

そして地域地域、日本のために、次の時代のために、その知恵を力を発揮できることが大切だと思っています。

　成功を心からお祈りしてご挨拶といたします。ありがとうございました。
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〔 パネルディスカッション 〕
地方創生の課題と展望

司　会
　浦野　正樹／早稲田大学文学学術院教授　地域社会と危機管理研究所所長

パネリスト
　阿部　俊彦／早稲田大学都市・地域研究所招聘研究員
　上原　佑貴／えひめ風車NET副代表

　川副早央里／早稲田大学文学学術院助手
　黒澤　武邦／早稲田大学非常勤講師
　畠田　千鶴／（一財）地域活性化センター広報室長

○ 司会（浦野）：基調講演、基調報告、それから学生活動報告に続いて第二部のパネルディスカッション

ということになります。

　今まで出された議論を縦横に組み合わせて、そして今までの経験もさまざまおありの先生方をパネリ

ストとしてお呼びいたしました。これからパネルディスカッションを始めていきますけれども、最初に

予告をさせていただきます。このパネルは基本的には５つの論点について、それぞれのパネリストの先

生方からコメントをいただこうというふうに思っています。なお、ここに登壇しているそれぞれの先生

方の紹介は、その経歴・プロフィールなどがリストとして記載されていますし、ポスターの方にも出て

いると思いますので、そちらをご参照ください。

　では、５つの論点についてですが、一つは多分、今日の議論の中核の議論になるというふうに思いま

すけれども、地域を維持活性化する上で最も大事にすべき核とは何なのかということについてです。さ

らに、地域創生を阻む問題ですとか、克服すべき課題は何なのかですとか、人づくりですとか、仕組み

づくりですとか、あるいはその地域のビジョンの宣伝というような話が一つのポイントになってくると

思いますけど、そういう課題についてです。それから２点目は、地域活性化に向けてどのような活動や

配慮が必要か、なお、外部から働きかける立場でどのような立ち位置でどのように関わることが望まし

いのかなどについてです。この１と２の点をめぐって、これからパネリストの先生方に大体５分くらい

で話していただければと思います。また、それぞれの先生方の活動の経緯等々も、エピソードとして織

り込んでいただきながら話していただければと思います。

　その後で、牧野市長からそれに対するコメントをいただき、会場の方々からの質問などもお聞きしな

がら、その１と２のポイントに絞った質疑応答ができればいいかなと思っています。このあたりの論点

が多分今日の地域をどういうふうに見るのか、地域のこれからというのをどういうふうに考えるのかと

いうポイントということになると思います。

　それから、３番目、４番目、５番目、大学が地方創生にどのように貢献し得るか、果たし得る役割。

それから、早稲田らしい取り組みについてです。資料の中でもいろいろ出てきましたし、佐藤滋先生の

＜早稲田の地域研究の系譜＞といった話にも出てきたと思いますけれども、そういうものを踏まえて早

稲田らしさって何なのか。これからどういうところをさらに発展させていけばいいのか。それから、さ
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らに地域づくりだとか地方創生への期待や展望といったものも含めて、お話をいただきたいというふう

に思ってます。

　二巡目について、どういうような形で展開するかはちょっとやってみたうえでと思っていますが、会

場の皆さんにはこの後半の部分（３、４、５の論点）については、アンケートが配布されています。皆

さんのそれぞれの意見を聞きたいのは山々ですけど、多分、いろいろな意見がさまざま出されると思い

ますし、早稲田への期待というのもいろいろあると思いますので、それは発言という形ではなくて、ア

ンケートに記載していただき、それを最終的にはいろいろな報告書にまとめていくということで皆さん

に還元させていただくということにしたいと思っています。

第12回　総合研究機構研究成果報告会
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〔 パネルディスカッション 〕
阿　部　俊　彦　

（早稲田大学都市・地域研究所招聘研究員）

　早稲田大学、都市・地域研究所の招聘研究員の阿部と申します。よろしくお願いいたします。

　私は佐藤滋教授の都市・地域研究所の研究員として、地方でまちづくりに関わってきたのですが、2011

年に東北で震災が起きた後、それらを放っぽり出したわけではないんですが、気仙沼に没頭することにな

りました。現在も毎週通って、忙しい時は気仙沼で民家を借りて、設計事務所の作業所にして、まちづく

りのお手伝いをしてきました。そこで得られた知見を踏まえて、地方創生について、お話しさせていただ

きたいと思います。

　まず、（スライド）の真ん中に「海と生きる」という文字がありますが、これをスローガンに気仙沼市

は復興に取り組んできました。もちろん、（復興に限らず）地方創生の取り組みも同じく「海と生きる」

がずっと離れないものになっています。その中でも重要なのは、海との付き合いがあってこそ、まちが存

在するという精神性です。海そのものがまちの資源である。水産業のまちですので、財産は海にあって、

暮らし方がそこに帰結しているわけです。もう一つは、世界観です。気仙沼の人たちは、極端に言うと、

東京や仙台を見ていません。海外の漁港を相手にして、水産業で戦っている人たちが多いので、そういう

意味では世界と戦う、世界の方向を向いている。そういったことが今日のテーマである地方創生において

重要なポイントであると考えています。地方創生というと、地方経済の活性化や移住の話とか、いろいろ

議論がなされてますが、その話の前に、地域固有の精神性、暮らし方、世界観というのが重要なんじゃな

いか。忘れてはいけないことなんじゃないかということが私が感じているところです。

　ただ地方創生を進めていく中で、（東京から地方に人が移住して活性化するとか）そんなにすんなりい

ろんな物事がうまくいかないわけではありません。今言ったような精神性を基に、いろんな思いや夢を語

りながら、構想を地域の皆さんは描いているわけですが、それを具体化するにはどうしたらいいのかがわ

からない。その方法論や実現のための技術を大学が提供してあげて、構想を実現していくということにな

るんだと思います。

　あと二つ目に、地域を活性化するために、いろいろやりたいことがある中で、一人で考えてるだけで、

なかなか一緒に取り組んでくれる人がいない、同志がいないということをよく耳にします。被災地でも同

様の問題がありましたが、そこは非被災地の自治体から支援を受けたり、被災地支援NPOやNGO、企業

や大学などの支援がありました。これからは、多様なネットワークで問題を解決していくというのが求め

られていることなんじゃないかと思います。

　最後に、地方創生と言うと、どうしてもその交付金の補助金をどう使うかみたいな話で自治体はいろい

ろ考えられているんだと思うんですけど、お金があれば全国一律に何か解決できるという話ではなく、そ

ういったお金をどういったものに充てていくかが問われているわけです。新しい仕組みづくりだったり、

今あるものを安定化させたり、地域資源を活用したり、循環させて価値を顕在化させることに交付金を使

うことが求められていることなんじゃないかなというふうに思っています。

　気仙沼では、都市・地域研究所の研究員をはじめとした早稲田OBでチームを組んで、まちづくりの支

援を行ってきました。まず初めに気仙沼では、海と付き合うことを阻む防潮堤の問題がありました。それ

を解決していくために、防潮堤に反対しているだけじゃなくて、住民のみなさんと一緒にまちづくりを議
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論するための組織を作って、じっくりプロセスを考えました。（被災直後の）本当に混乱している時期に、

こういった進めかたの提案をするというのは、行政から委託されたコンサルタントにとっても難しい状況

だった中で、大学のチームだからこそ、提案できたと思っています。

　また、何度もワークショップを開催し、被災者のみなさんに、学生と一緒に地域の資源を探していただ

いて、復興の計画を作っていきました。（これらの活動がベースになって）その後、早稲田OBの建築の

専門家で復興住宅の設計をしたり、コミュニティの場づくりに繋がっているわけです。これらは、１～２

年でできる話ではなくて、この５年半、ずっと気仙沼の皆さんと付き合う中で継続的な支援を行うという

ことができたからこそ、実現できたのだと思います。

　次に、早田教授と一緒に取り組んでいるのですが、気仙沼は日本で唯一のスローシティに認定されたま

ちで、そのプロモーションをしようというプロジェクトです。市民の中でも「スローシティって一体何で

すか？」と言われている状況の中で、学生と一緒にその地域の価値を探し、それに気付いたり、新しいも

のを生まなくても、今ある暮らしそのものが観光資源になる可能性があること、実はそれが世界の基準に

達していることに気付いてもらうためのワークショップを開催しました。

　最後に、都市・地域研究所では、岩手県の雫石だとか、奈良県の桜井市など、気仙沼以外の地方のまち

のまちづくりに関わっています。それらは、今回の地方創生で安倍総理や石破大臣が言い出す前から、ずっ

と前から取り組んできたことです。ただ、やっぱりそれまでやってきた中で、行き詰まっていたこともあ

りまして、いろんな構想は考えるんだけど、実際に実現させるというところまで行き着いていないところ

がいくつかあります。それを今回の地方創生を通じて、担い手の支援、技術的な支援、資金的な支援によっ

て、前に進めることができれば良いと思っています。

第12回　総合研究機構研究成果報告会
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〔 パネルディスカッション 〕
上　原　佑　貴　

（えひめ風車NET副代表）

　こんにちは、上原といいます。僕といいますのはプロフィールに書いてあるぐらいの人間でして、今日

ここでお話しするのも、僕の場合は他の方々と違って、基本的には今住んでいる田舎暮らしでの実体験が

基ですから、気楽に聞いてくださればいいかなと思います。

　お手元に同じ資料を配っていただいていると思いますが、僕が地域づくりと出会った卒論の頃から現在

まで、自分が地域づくりというものをどうとらえてきたかというのをざっくりまとめたのがこの最初の

ページです。

　地域づくりというものに出会った学生時代、田舎の地域に通うのはとても刺激的でした。東京で育ち、

ガスや水道といった文字どおりライフラインがなくなったらすぐ死んでしまいそうな僕にとって、特に何

でもこしらえてしまう老人の姿というのはとても格好がよかった。でも同時に地域づくりってつまらない

な、というふうにも思っていたんですね。というのは、どの地域でも課題のとらえ方が似たり寄ったり、

求める人物像、人材像も均質的、そんなふうに思えたから。あの生き生きとした老人たちが人口や年齢層

でばっさりとカテゴライズされてしまう。こういうことでは、その地域らしい地域づくりなんてありっこ

ないなというふうに思ったんです。

　そうこうしているうちに、世界の貧困問題などに関心が広がりまして、国際協力にも関わっていくよう

になると、これからの地域づくりにおいては“社会運動性”というものがキーワードになるんじゃないかな

と思えてきました。僕なんかは親の代から、田舎暮らしといえるようなものは経験していません。今頃の学生はも

っとその傾向が強いんじゃないかなと思うんですけれども、そんな人たちが田舎の地域づくりをどうやって自分

のこととして考えることができるのか。そういうことを考えていくと、一緒にいい世の中を目指そうぜ、

というような地域像、地域づくりの思想のようなものの必要性が浮かんできた。それで作ったのがこのモ

デルなんですけれども、そういう考えをもってＩターンをして暮らしてみると、ふと気付いたことがあり

ました。その地域というのは何となく共通イメージがあるような気がするんですけど、それってイリュー

ジョンなんですよね。同じ山を見上げても、例えば女子高生と生え抜きの爺ちゃんとでは見え方が違うは

ず。だから僕のような外からの人間にとって、どういう地元の人と付き合うかによって地域は違って映る

だろうと。それは逆に言えば、個人個人一人一人、特殊解的なフィルターを通じて投映されたイリュー

ジョンということ。一人一人との交流を深めることって大事だなと思ってきたわけですが、そういう交流

を続けるとそこには家族的なお付き合いが生まれる。その意味で、家族というのは実は地域の玄関口みた

いなもの。この図を作成してみると、地域づくりのために何をやったらいいかということも重要だとは思

うんですけれども、何をやっても地域づくりになってしまう人とか、地域に根差した生活を送る家族とい

うものを大切にすることの方がよっぽど大事なんだろうなと思うんですね。実際、そういう実感も今の暮

らしの中であります。

　それでさっきの図のところ、『地域』というふうに書かれていたところを『家族』と置き換えてみると、

ずっと地域づくりとしてのリアリティが出てくる、そういうふうに気付きました。世界的田舎人とでもい

うような国際感覚を持って、地域に根差した暮らしを送る真の“国際人”という姿も浮かび上がってきま

す。ここまでくると、もう何かルンルンだったんですね。おれたちやってるぜみたいな感じで、地域づく
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りももう大丈夫みたいな、そんなふうなことを考えていました。さあ、あとは自分たちのことだ。本腰入

れて家族ぐるみで10年くらいかけるつもりで自然栽培に向かい始めた時、地元地域で大規模風力発電のた

めの巨大風車の建設計画が浮上しました。皆さんご存知ないかもしれないのですけれども、大変な健康被

害を引き起こす公害リスクがあります。しかもエネルギー政策として風力発電って結構だめだめなんです

ね。わざわざ移住してきた先で、せっかく骨を埋める覚悟を決めようかという時に、こんなあほらしいこ

とに子どもにまでリスクを背負わせるなんて本末転倒だと。足元をすくわれた、「しまった！」という感

じになりました。

　この問題を深く突き詰めていくと、都市と田舎との間の不公平な力学構造、社会構造とか、それに対す

る地方自治の主体性の問題なんだなということに気付いてきました。長野県ではこういうエネルギー政策

のあり方を搾取だというふうに宣言していますね。ちょうど地元の自治体の総合計画の審議委員をやって

いた時期とも重なって危機感を募らせ、何とかせねばという思いで、実はこの春、もう４月24日執行の市

議会議員選挙に僕は立候補してみました。これがその時に掲げた政策を起こしたスケッチです。選挙ポス

ターにも使いました。この選挙は結局負けちゃったんですけれども、これは大変面白かった。ぼろぼろに

なったんですけど、やってよかったなというふうに本当に思っています。今話してきたようなことの集大

成というか、日本全国の人が応援をしてくれました。6,000本ぐらい日本全国の方が電話かけをしてくれ

て、自分たちでリーフレットを3,000部も配布してまわってくれるような地元のボランティアの人も出て

きた。僕たちのチャレンジに便乗して声を上げ始めた若者もいました。今までこの選挙ではあり得なかっ

たような盛り上がりを作ることができたなと。僕と連れ合い二人で、「こういう思いを持ってます。読ん

でください」ということで一軒一軒回って、たった二人から始めたことが、こういう形でボランティアの

仲間が広がりました。その最後の最終日の、選挙最終日の街頭演説の時に撮影したこの記念撮影の写真を

映して、まずは最初、この辺で終わりにしたいと思います。以上です。
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〔 パネルディスカッション 〕
川　副　早央里　

（早稲田大学文学学術院助手）

　今ご紹介いただきました川副早央里と申します。よろしくお願いいたします。私は今、文学研究科の博

士課程に在籍しながら、文学構想学部現代人間論系の助手をさせていただいております。もともとは国際

教養学部の第一期生として卒業しまして、一年間フィンランドに留学をしたんですけれども、その時に海

外に出て地域のことを知らないという自分の反省もありまして、地域に密着して生活をするってどういう

ことなのかということを考えたいと思いまして、修士課程から文学研究科の浦野先生の研究室で学んでお

ります。地域社会学と災害社会学を専門にしております。今先生からもお話がありましたけれども、今日

は早稲田社会学と非常につながりの深い福島県いわき市で行ってきたフィールドワークについてお話をさ

せていただきたいと思います。

　ちょうど博士後期課程に入る直前の2011年３月に東日本大震災が起こりまして、研究室としてまず東北

で行くべきはいわき市だろうということでお見舞に行ったのが2011年６月でした。その時、われわれをい

わき市につなげてくださったのは今社会学コースにいらっしゃる嶋﨑尚子先生です。早稲田大学社会学

コースでは、1960年代から武田良三先生らが常磐炭鉱の研究を開始され、60～70年代には外木典夫先生や

秋元律郎先生、佐藤慶幸先生、濱口晴彦先生らが、その後は正岡寛司先生や嶋﨑先生らが中心となって常

磐炭鉱の離職者のライフコースに関する調査研究をされてきました。このように半世紀近い歴史が早稲田

社会学といわき市の間にはありまして、まさにその流れに乗るような形で私たちの災害研究が開始されま

した。

　私はいくつかの形でいわき市に関わらせていただいています。ひとつは、複合災害の災害過程と地域構

造の変化に関する調査研究です。もうひとつは、いわき明星大学震災アーカイブ室の客員助究員として、

浜通り地区の震災記録の保存をするという活動です。

　少しいわき市のお話をしたいと思うのですけれども、いわき市は1971年に常磐炭鉱が閉山するのに伴い

まして、広域合併をして誕生した自治体です。中には工業地域があったり、農村漁村があったりで非常に

多様な地域を抱えた自治体でしたので、もともといろいろな差異が地域内にはあったのですけれども、東

日本大震災では地域ごとに被害の在り方や災害体験も違いました。それから原発事故もありましたので

個々人によってリスク認知の仕方が違うということで、震災後は地域間、住民間の差異が大きくなりまし

た。それに加えて双葉郡から２万4,000人の避難者をずっと受け入れるということがありまして、さまざ

まな政策的な線引きもありまして、とにかく住民の中でいろんな分断が進んでいってしまった。そして、

表面的な被害とか目に見える賠償の違いというのが比較の対象になりまして、分断があるだけでなく、そ

こにどんどんコンフリクトが進んでしまったというのがいわき市の状況でした。そうすると地域としてま

とまって復興させていかなければならない中で、なかなかまとまりを持てない状況になってしまったとい

うことが、私たちの災害研究の中で見えてきました。

　それに加えて、先ほど言いました災害記録の保存事業を通じて見えてきたことは、意外と住民の人は地

域のことを知らない、地元のことを知らないということでした。いわき市という漠然としたイメージはあ

るけれども、いわき市の中にある多様な地域、より小さな集落単位といってもいいかもしれませんが、自

分が住んでいる地域のことが実はよくわからない。なぜこういった地域構造なのかとか、どうしてこの地
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域産業があるのかといったこともなかなか説明ができなかったりしているのを目にしました。

　そして、特に津波の被災地であったことですけれども、もともといわき市の中でも都市部に人が移って

いくという流れがあり、それが震災後は加速しました。周辺部の津波被災地は復興をしなければならない

のですけれども、なかなか人が戻ってこない。復興事業として集落単位の復興を目指していても、住民の

中でその集落が持つ魅力やポテンシャル、地域が抱える課題についての認識がきちんとされていないとい

う印象を受けました。そうするとますます周辺部の衰退が進んでしまうのではないか、そして結果的には

いわき市全体のポテンシャルも下がってしまうのではないかということを考えて今研究を進めているとこ

ろです。

　先ほど市長からも、自主的に自分たちの地域を作っていこうという意識が重要だとお話がありました。

まさにそれが必要なのですけれども、このように現実的には難しいということも目にしてきています。そ

うしますと地域の結束力の源泉となり、精神的基盤ともなり得る地域のアイデンティティというものを再

構築するということが必要になってくると思います。これは非常に抽象的な話ではありますが、もう少し

具体的に言うと、地元に関するローカルな知の構築を進めていくということが、少し遠回りにはなるかも

しれませんけれども、自分たちの地域を時間空間の縦軸、横軸の中で相対化し、長期的視点で自らが抱え

る課題を理解していくことにつながるのではないかと思います。そのプロセスの中でばらばらになってし

まった社会内の組織やネットワークというものが重層化しながらつながっていく、個性と特徴を活かしな

がらつながっていくという仕組みが必要なのではないかというふうに思います。

　時間になりましたので私からは以上とさせていただきます。
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〔 パネルディスカッション 〕
黒　澤　武　邦　

（早稲田大学非常勤講師）

　皆さんこんにちは。ご紹介いただきました公共経営大学院の黒澤武邦と申します。私は早稲田で教えな

がら、日頃は永田町で政策関係のコンサルティングをしています。大学とか政策の現場とか、そういった

ところに関わってきたところからちょっとお話をさせていただければと思います。

　スライド資料が何枚かあるのですが、まずはこの一枚でご説明したいと思います。今、多くの方から地

方創生で重要なことをいろいろご指摘いただきました。その中でも私がそういった政策のところで考えて

いる一番重要なものは、まずはどうやって職を生み出すかというところが重要ではないかといつも思って

おります。職というのは、いわゆる企業があって雇用を生む。それから自身で実際に会社を作って起業す

る。そういった、何でもいいのですが、とにかく地方でどういった仕事に就けるか、どういった職業に就

けるか、どういった働き方ができるかというのが非常に重要ではないかと思っています。日本の場合、例

えば首長選挙などでもなかなか職というのが大きなテーマになりません。海外では、よくジョブ、どれだ

けジョブを作ったかというのが結構争点になったり、アピールポイントになったりします。日本では、ど

うしても元気なまちづくりとか、明るいまちづくりみたいな形になってしまいます。一時マニフェストが

流行りましたが、そういった中でも仕事、職業というのをどうやって作っていくかが重要だと思います。

　それをどうするかというところで、やはり関係しているところが行政であるとか議会であるとか、もち

ろん民間であるとか、そういった人たちが関わってきますので、そうした人たちの役割というのが非常に

重要です。具体的にそこに関わってくる行政などですと、効率的にどれだけ予算であるとか、税制である

とか、条例であるとか、そういったものを効果的に組み合わせて、職を生み出すようなことができるかと

いうのが地方創生の大きな課題だと思っています。

　もう一つ重要な点は、地域の問題の本質をどうやってとらえるかというところです。例えば、私もいろ

いろ地方の方とお話ししたり、行政の方とお話ししたりするのですが、ダメ・悪いという問題になるとこ

ろというのはなかなか出てきません。やはり地方に行きますと、きれいな所、おいしいところ、すばらし

い所という地元の良いところばかりを見せていただいたりします。そういうことだけではなかなか問題の

本質というのは把握できないというところがあって、やはり本当に悪いところ、ダメなところはどこか

と。もちろん、こちらのコミュニケーション能力の不足もあるのですが、そういったところが非常に現場

に行った時には重要ではないかなと思います。それから国と地方、行政と民間、ここの意識の違いという

のもやはり大きいです。先ほど石破前大臣が非常に危機感ということを言っていましたけれども、その辺

がなかなか地方を実際に歩いてみると意外に危機感がなかったりするような感じも見受けられたりするの

で、問題を共有して認識するのが重要ではないかと思います。

　それから、この後の話になるかもしれませんが、そういったことを含めて、やはり大学、この早稲田大

学がもっともっと関わっていく。能力もありますし、人脈もありますし、これまでの歴史もありますし、

そういったところで関わっていければいいと思っております。その中で私も微力ではございますが、力に

なれればと考えております。

　時間になりましたので、私からは以上です。
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〔 パネルディスカッション 〕
畠　田　千　鶴　

（（一財）地域活性化センター広報室長）

　皆さんこんにちは。一般財団法人 地域活性化センターの畠田でございます。約30年前にできたこのセ

ンターで設立当初から勤めはじめ、以来日々、地域活性化に関連する仕事をしておりますが、この度、早

稲田大学から地方創生のパネルディスカッションへの出演のお話をいただいた時は、余りに地方創生の範

囲が広いので、どのようなお話をすればいいのか悩んでしまいました。そこで、まず、1985年に仕事を始

めた頃、どのようなことがあったかということをお話いたします。今年、お亡くなりになりました元大分

県知事の平松守彦さんが一村一品事業を提唱し、地域活性化、まちづくり、村おこしが盛り上がっていた

時期でございました。

　その後、いくつもの地域活性化の政策が続くわけですけれども、その間、地域活性化センターがどのよ

うな活動をしてきたかを本日は皆さんにご説明させていただくことで、それを写し鏡としていただき、地

方創生とは何なのかを導き出す参考にしていただければと思います。また、その活動に関して、私の意見

も少しお話させていただきます。

　地域活性化センターは日本橋にありまして、職員が66名いますが、そのうち約50名が地方自治体から派

遣された研修生で、仕事をしながら地域活性化の研修を受けていただいています。

　地域活性化センターの事業には三つの大きな柱がございます。一つ目が地域情報の提供、二つ目は人づ

くりと研修・交流、三つ目が助成などの支援です。

　情報の提供は、全国各地の地域活性化の事例を収集して、自治体や地域活性化に取り組む皆様に活用し

ていただいおります。本日、皆様にお配りしております月刊誌「地域づくり」も情報提供事業の一環とし

て発行しています。

　また、資料の中に地域活性化センター主催のセミナーの案内チラシが入っていると思いますが、地域づ

くりは、行政だけがやるものではなくて、プレイヤーは町中にいた方がよいという考えから、全国各地で

様々なセミナーやフォーラムなどを開催しております。住民の方にも地域活性化に興味をもっていただ

き、地域づくりへの参加のきっかけづくりや人材育成につながればと考えております。

　地域活性化センターでは2016年度から新たに二つ事業に取り組んでいます。一つ目は、「人口・地域経

済研究室」の設置です。人口減少社会をどうするかという課題に取り組んでいます。従来ですと、市町村

単位での人口推計を調べていたのですけど、集落単位、学校区単位で分析していくというような研究を

行っています。もうひとつの新しい事業は地方創生カレッジへの参画です。2016年12月にｅラーニングで

学べる講座としてスタートします。地方創生カレッジは内閣府が開設し、公益財団法人 日本生産性本部

が運営を行っています。地域活性化センターは地方創生やまちづくりなどの講座に参画していますが、そ

のほかにも、公益社団法人 日本観光振興協会によるDMOなど様々講座を受講できる予定です。

　また、いま地方への移住が話題になっておりますが、地域活性化センターでは移住交流の支援を関連団

体の一般社団法人 移住・交流推進機構と連携して事業を行っています。通称 JOINと呼ばれるこの法人は、

自治体や民間企業、大学などいろいろな団体とマッチングをしながら移住支援を行っています。例えば、

地域おこし協力隊への支援事業などもあります。これは総務省の事業で、大都市圏の住民を地方へ派遣し

定住を促すもので、2009年度から始まりました。事業を進めていくうちに、地方暮らしが不慣れな隊員や
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受け入れる自治体がいろいろな悩みを抱えているという問題が浮き彫りになり、それに対応するために、

2016年に地域おこし協力隊サポートデスクを総務省の施設である移住・交流情報ガーデン内に開所しまし

た。JOINでは、この事業にも参画し、担当者が隊員の皆さんや受け入れる自治体の相談に応じています。

　地域活性化センターには30年間の地域づくり情報の集積がありますが、地方創生を語る時、1980年代終

わりに実施された「ふるさと創生の１億円事業」（自ら考え自ら行う地域づくり事業）と時々比較されま

す。まち・ひと・しごと地方版総合戦略が始まったときに、全国の市町村から「ふるさと創生１億円事業

でうちの町は何をしていたかわかりますか？参考にしたいのです。」という問い合わせがよくありました。

地域活性化センターでは、かつてふるさと創生の調査を行っておりデータが残っていましたので、今回パ

ネルディスカッションを機にあらためて確認して、そこから得られるヒントは何かを調べてみました。ほ

んとうに隔世の感がありました。当時はCATVとか地域情報化などの事業に取り組む自治体は全体のほ

んの2.7パーセントぐらいだったのが、今やそれが主流になっていて、IT化はますます進みつつあります。

　約30年前のふるさと創生事業で大成功をしたという事例は多くないのですが、着実に成果を上げる事例

もあります。例えば和歌山県みなべ町（旧 南部川村）のように、ふるさと創生資金を利用して、南高梅

の品種改良や研究によって特産品を開発して、住民の士気を上げました。地方創生のヒントというのは、

やはりどれだけ住民の方が参加できるかということだと思います。本日は、住民の方が参加する時に活用

できる情報やノウハウということで、参考サイトをいくつか配布資料に挙げさせていただいております。

　やはり人材育成は重要ということでしょうか、「地域おこし協力隊」事業も毎年増加しています。2016

年度は3,000人の隊員を目標としているとのことです。

　そのほかに、地方創生人材支援制度という内閣府の事業も紹介させていただきます。国家公務員や大学

教授、民間企業の方たちを地方におよそ２年間派遣して、首長さんの片腕になっていただき地域活性化に

取り組んでもらう事業です。地域活性化のスキルを持った外部の有識者からの視点で地域を見てもらうと

いうことになります。配布資料を拝見すると、残念ながら、早稲田大学は今までのところこの事業には参

加されていないようです。

　次に、地域活性化事例の変遷についてお話します。月刊「地域づくり」が創刊以来30年間どのような特

集テーマを取り上げたかを配布資料で紹介しましたので、もしご興味がありましたらご覧ください。

　最後にまとめとして、地域活性化と大学ということについてお話をさせていただきます。大成功してい

る例を挙げるのは難しいのですが、「近畿大学のマグロ」の例は、住民の方が身近に感じられるので、地

域活性化を初めて学ぼうとする方たちによく事例としてご紹介させていただいています。

　地方創生において大学が今後どのような役割を果たされるのか？についてもお話をさせていただきます。

地域活性化センターや多くの自治体は、日々の仕事に追われて、余裕をもって現場での調査を行ったり、

専門性を持って系統立てた研究や活動を行う余裕がありません。大学が地元に入ってフィールドワークな

どで調査をした内容を拝見するということは、事業を進める上でとても参考になります。また、調査先の

地域にとっても刺激になると思いますので、なお一層、地域との連携を進めていただきたいと思います。

　以上でございます。
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〔 パネルディスカッション 〕
全　体　討　論

○ 司会：このあたりで飯田市長に少しコメントをいただくことにします。会場の方で、特に最初の地域の

核というのは何か、地域で守るべき核とは何なのかとか、外部から来る人たちの役割ですとか、そう

いった点で発言のある方、あるいは質問のある方は少し意識してこんな質問をしようかと考えていただ

きながら、飯田市長からのコメントを聞いていただければありがたいなと思います。

○ 飯田：それでは私の方からそれぞれの皆さん方からの発表をお聞きして思ったところを少しお話しさせ

ていただければと思います。

　総じて申し上げると、地方創生に特効薬はないということではないかと思っています。先ほどから出

ておりますように、復興支援の課題というのは、私も被災地の首長さん方からいろんなことを聞いてお

りますけど、阿部先生からお話があったように補助金をどういうふうな形でするかということについて

はかなり難しい課題があると思っています。言ってみれば劇薬になりかねない部分がありまして、先ほ

どからお話のありますように、自分たちの地域を自分たちで作っていくという当事者意識を喚起するど

ころか、それを喪失させかねないような、そういった補助金のつけ方をされているというようなところ

もお聞きするところもありまして、やはりそうした地域の復興支援におきましても、いかにその地域の

皆さん方に自分たちの地域のことを意識してもらうかということが私は非常に大事じゃないかなと思っ

ています。

　そういった意味でいきますと、川副先生からもお話があったように、地域のことを学ぶ環境作りとい

うのは大変大事でありまして、これはやはり社会教育の観点からももう一度今日的に論じられなければ

いけないことかなと思っています。飯田の公民館はそういった意味で社会教育の牙城ともいわれて全国

から注目されておりますけれども、地域のことを学ぶことによってその地域がどんな地域であるかを知

り、自分たちの地域がどういうことをやり、どんな地域であるかということを知り、この価値観の共有

を図れる、そういった土壌を作っていくことができるということではないかと思っています。

　価値観の共有ができないと自分たちの地域の将来像を描こうと思ってもなかなかまとまらないと思い

ますし、将来像がなかなか描けないような地域、それは平成の大合併でかなり地域が広くなっています

ので、飯田市のような10万都市でも650平方キロメートルもありまして、山・里・町それぞれの地域が

その中に内包されているわけですね。やはり、旧町村単位の20地区がコミュニティの一つの単位になっ

ているはずなんですけど、そういったコミュニティの単位の中でちゃんと自分たちの地域の将来像を描

いていけるかどうかというところが非常にポイントになってくると思っています。

　私どもの地域の例で申し上げますと、20地区あるうち、自らの地域の将来像としての基本構想をもっ

ておりますのは17地区あります。今、18地区目が来年度にかけて作っていこうとしています。こうした

地域の基本構想を作るというのは大変手間がかかって意見の集約をするのが大変なんですけど、こう

いったことのプロセスを通して価値観の共有が図られていくという、また地域の、自分たちの地域がど

ういった地域かということを学んでいく機会にもなっていると思うわけであります。

　それから、黒澤先生からご指摘がありました、選挙であまり地域経済のことを論じられることがない

ということでありますが、そういう意味では私は最初の選挙から地域の経済自立度向上を第一の公約と

して掲げて戦ってきた、恐らく日本でも非常に珍しい市長ではないかと思います。地域の経済自立の話
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というのは12年前にも地域の中で議論があって、そうしたことを自分たちの地域の問題として共有でき

るということにはやはりハードルが高いものがあったのですが、これからは国に頼れない、国の下支え

なしで地域経済をいかに再生するかということこそがこの地域にとって最重要の課題なんだということ

を訴えさせていただいて、実際にそういったことを選挙の争点として課題提供させていただいたこと

が、言ってみればＵターンで帰ってきて６カ月しかたっていなかった私が市長に就任した原動力、政策

的な原動力になったということを思いますと、やはりこの地域経済の再生ということをもっと他の地域

におきましても深く論じなければならないというふうに思います。私はそういったところに大学のレゾ

ンデートルというものも結構大きくあるのではないかと思っております。

　それから早田さんの優良先進事例の話ですが、これをいかに横展開していくかということが非常に重

要な時期になっていると私はとらえています。結局、ふるさと創生で地域の中でいろいろな補助金をも

らってきたことは自分たちの知恵をどこまで出せるかという一つの事例ではあったかと思うんですけれ

ど、今回の地方創生においては優良先進事例を、どうしてそれが優良先進事例として実現できたのかと

いうことをしっかりと分析して、まさに先ほど申し上げたPDCAで横展開で他の地域にもそれを波及

させていくということができなければ、国全体としての地方創生は成し得ないと私は思っております。

だからこそ、その横展開をどう進めていくかという分析というものはまさにこの大学の領域において

もっともっと私は掘り下げていくことができるものではないかなと。まさにその先進事例がなぜ成功し

たかということについての分析を行い、それを他の地域にどう横展開していくかということについての

研究というのはもっともっと進んでもいいのではないかと思っております。

　最後に、上原さんが本当にがんばられて市議会議員に出られたという話、実際、恐らく思いはあった

と思うんですね。その中で先ほど申し上げた、やっぱり価値観の共有というのが私は非常に大事だと

思っています。地域の皆さん方が自分たちの地域がどうあって、それがどうあるべきかということをど

こまで共有できるかということが私は非常に大事だと思っています。ちなみに、環境の話が出ましたけ

れども、私どもの飯田市は全国で今のところ唯一地域環境圏という考え方に基づいた条例を作っており

ます。これは、自分たちの地域のエネルギーは自分たちのものであるという考え方に基づいて、再生可

能エネルギー事業につきましては自分たちの地域でそれをやろうというところを優先的に支援する。地

域の金融機関も優先的にそういうところに融資をする。そういった枠組みを示した条例であります。こ

ういった考え方もやはり地域の中で主体的な地域作りに取り組んでいった先に出てきたものではないか

と、そんなふうに思っています。

○ 司会：飯田市長から大変広範にわたったコメントをいただきました。会場から何か、特にこの５つの論

点の第一番目と第二番目に関して発言、あるいはコメント、質問がある方はどうぞ。

○ 田沼：田沼と申します。私はちょうど50年前に早稲田大学の21世紀の日本研究会というプロジェクトを

やりまして、その時のメンバーが大体もう亡くなってしまったか、今日の資料に書いてある同志で生き

残ってるのは私ぐらいじゃないかと思います。今日は佐藤君がレビューをしてくれて、僕自身もそれに

対して少しコメントはありますが、今日は早稲田でこういうフォーラムがあり、若い力で地方にみんな

張りついてやってるということが分かり、非常にいいなと思って、先ほどから感心しています。今、私

がぶつかってる問題がいくつかありまして、一つは新宿の地域計画のことでいろいろ相談を受けてるん

ですが、やっぱり外国人の移住問題が非常に大きくなりまして、例えば新宿で言えば、人口は30万なん

ですけど、３万人の外国人が住んでるんですね。で、昼間は恐らく５万人ぐらいの人が、新宿は家をな

かなか借りられないもんですから他から来てるんですね。例えば、50年前に私どもが考えた、それは21
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世紀の国土と、それから東京をどう考えるか、それから地方をどう考えるかというような３つのテーマ

がコンペの規約にありましたけれども、その中で外国人の人口が増える話をやってましたからね、外国

人の移住、難民も含めて、地域なりにどう考えるかということが、これからは避けて通れない問題かな

というのが一つ。

　それからもう一つ。地方といっても北海道のような寒い所もあれば、沖縄みたいなところもあって、

まるで事情が違うし、そこの中で地域のイメージを作りながら、個々の地域を考えたらどうだというよ

うな議論もちょっとしてました。

○司会：ありがとうございます。後ろの方、手を挙げてましたね。

○ コジン：早稲田大学文学部四年のコジンと申します。論点の２番目に関して質問をいたします。地方創

生といいますと東京一極集中という言葉もありますとおり、東京対地方という構図で語られることもま

まあります。地方創生において東京と地方が手を携えて進めていく道はあるのか、また、そうであれば

東京が地方創生のためにできることは何かということについて先生方のご意見を伺えればと思います。

以上です。

○司会：他にありますか。

○ 藤木：商学部2002年卒業で今大和大学の政治経済学部の藤木と申します。総じてなんですけれども、ど

ちらかというと経済の話がちょっと弱めかなという印象があります。そういった視点で、実際にさらに

銀行とか金融機関が融資できるできない、まあ仕事を作れる作れないといった具体的なところまで入っ

ていくかというところ。あとは大学の関わり方は、私自身大学院は実は東洋大学の塩川先生がお作りに

なった大学を出てるんですけれども、長期で継続的に関わっていくのか、ある程度時間を区切った上で

大学はそのお手伝いをして短い間に方向性を作るだけのところに留めるのか、というところで大分関わ

り方のスタンスの違いが出るかなということは感じております。以上です。

○ 司会：他にございますか。それでは、他にはとくにないようですので、今の話を受けてパネリストの先

生方から、適宜順次話していただくことにいたします。もし関連などがありそうでしたら、大学の役割

ですとか、早稲田らしさの話ですとか、そういったものが少し要請されていますので、第二巡目のコメ

ントもあわせて、どなたからでも結構ですので話していただければと思います。いかがですか。

○ 阿部：僕に対しての質問は特になかったので、まあ二巡目ということですけど、補助金が劇薬という飯

田市長の話がありましたけど、自分で言うのもあれですけど、やはり大学も劇薬のような気がしてい

て、特に気仙沼の東北では、被災地はどこでもそうだったと思うんですけど、被災直後、かなり大学

の、僕も含めて研究者とか大学の先生方が現地に行って、いろんなことを言うのはいいんだけど、結

局、地元も誰を信用したらいいのかわからないという話もあったりとかで。もっと言うと、大学の先生

が来ているからとにかく何とかなるだろうみたいな方も結構いらっしゃって、結局、僕らが提案してい

ることをなかなか本当に信頼して理解をしているのかどうかというのがあったと思います。そんなこと

があった中で、ただ、さっき最後の方が質問されていましたけど、すぐ、短期間で集中して調査をして

出ていく、それで成果をあげるというやり方も研究としてあるんだと思うんですけど、やっぱり地方創

生といった意味においてはかなりしっかり腰を据えて地域のことを理解して、しかもそのパートナーと

なる地域の方と信頼関係を作って、そこでいろんなことを提案していきながら地方創生の手立てを提案

していくというのが大学の役割。もうちょっと言うと、いわゆるまちづくりコンサルタントだとかは業

務があって、そこの業務の範囲で契約があってやる話なので、そうではなくて本当に最後まで提案をし

続けられるのは大学の役割なのかなというふうに思っています。
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　 　あと、もう一つ大学全般というより早稲田だからなのかなと思うんですけど、やっぱり本流という

か、先ほどこのシンポが始まる前に浦野先生と皆さんと話してる時に、フォーマルとインフォーマルの

話があったと思うんですけど、それもどちらの政策、フォーマルな政策もあるし、インフォーマルな政

策もあると思うんですけど、やっぱり本当に市民が何をしていけばいいかとか、本人たちが何をしたい

かとか、そこで先ほど市長からもありましたけど、価値観の共有みたいなことをするために、いきなり

最初にフォーマルなことを考えるというよりは、インフォーマルの部分から考えていく。何が言いたい

かというと、本流じゃない、粒というか、小さい資源を、誰も発見しない部分を見つけ出してそれをま

とめ上げていくというのが早稲田流のやり方なのかな、どちらかというと。それが本流になっていくみ

たいなところがあるのかなと思って、それもやり方だと思うんですけど、いろんな地方創生のお手伝い

の仕方があると思うんですけど、そんなスタンスで僕はやってきたこともあって意味があるのかなと

思っております。

○ 司会：はい。先ほどジョブに関して、あるいはビジネス、商業、その辺に関して突っ込んだ話がなかっ

たということでしたけれども、その辺を少し阿部さんなりに突っ込んでくれたということで、その次は

やっぱり黒澤さんでしょうね。

○ 黒澤：どの質問から答えたらいいですか。田沼先生の授業は私も受けまして、お久しぶりにお目にかか

れて、それこそ遷都論とか道州制とか、永田町におるのでいろいろそういったことも勉強させていただ

き、引き続き勉強させていただいております。

　先ほどの経済というような話もあったので、先ほど３人の方から質問に合わせて答えさせていただき

ます。関連で、私の方で答えさせていただきますと、例えば外国人という話は確かに今非常に国として

も大きなテーマになってまして、なかなか日本のこれまでの国民性というか、歴史的なところから見て

もなかなか移民というところまではいかないんですけれども、やはり今インバウンド観光が非常に盛況

ですので、それに対しての外国人材をどういうふうに活用していったらいいかという話がありまして、

そういった意味では今後やはりそういった人たちが、特に地方、観光業なんかで例えば温泉地は外国人

材の方が不足していますので、そういった人たちが日本のコミュニティにどういうふうに入ってくるか

というのが一つ課題となっています。それで、実際にそれをどういうふうに受け入れるかというところ

でもやはり今後重要じゃないかなというのがあります。または、もちろん製造業なんかでもあるんです

が、どうしてもそういったところだと単純労働という言い方はあれですけど、そういったところでいろ

いろVISA取得の壁があるので、その辺を含めて今後検討課題かなと思います。ですので、そういった

地方の方からむしろ国の方にそういった外国人材が必要だというような声をあげていただくような自治

体があってもいいんじゃないかなと思っています。

　それから東京が地方創生でできることという話がありましたけど、確かに東京一極集中というのは今

始まった話ではなく、先ほどの田沼先生のコメントをいただきましたけど、ずっとありまして、ただ今

後日本の国が全体として人口が減っていくわけですから、東京が地方がと実は言ってられない時代もあ

ります。それから、その地方創生って、地方と書いてありますけども、そうすると（除く東京）みたい

になってしまうんですが、実際東京でも他の地方と同じように人口が減ってたり、それこそ商店街が廃

れていたりとか、実は共通の問題ってたくさんあります。それで、そういったところでやはり考えてい

かなければならないので、そこは東京対地方とかいうのではなく、やはりいろんな情報共有というか、

知識を共有していくような、そういった体制が本当は必要じゃないかなと思います。

　それから経済という話でありましたけど、私の方の資料にもちょっと書かせていただきましたけど、
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やはり大学はなかなか日本の場合、大学が企業とかビジネスとか産業とか、そういったところに関わる

というのはなかなか難しいのですが、やはりこれだけ地方の場合どうしてもそういった意味で大学とい

うのも少ないですので、専門知識も含めてやはり大学がサポートできるところはたくさんあります。そ

れで、やはり中長期的にという話もありますけど、ある程度民間の人の、資金的には民間の方たちも巻

き込まないといけないということもありますので、プロジェクトベースみたいな形で具体的な達成目標

を決めて、その中で大学がどういうふうに関われるか。明確なビジョンをもって国、あるいは地方の自

治体と協力しながらやっていくというのが重要かなと思います。

○ 司会：ありがとうございます。それでは、田沼先生の話の中にも、地方、地域といってもかなり多様な

地域があって、という話が出てきましたが、その多様な地域に対してどういうふうにアプローチするの

かというのを考えていくと、畠田さんがやられていたような情報共有というのが、日本全体の地方一般

ということだけではなくて、もう少しターゲットを絞った、こういう地域にはこうした政策が効果的だ

というようなメリハリのきいたやり方（交流の仕方、斡旋の仕方、あるいは情報提供の仕方）というの

も少し考えられるのかなと思います。今までその辺に関してどういうふうな形でやられてきたのか、そ

れともこれからそういう点に関してどういうふうにお考えになるか。ちょっとその辺をお聞かせいただ

いて、この３番からの論点も含めて自由に発言していただければと思います。

○ 畠田：地域活性化センターは情報収集をして地域活性化をどのようにすれば、国がいろんな施策を立て

るわけですけど、それを地方に政策として落とし込んで事業としてやっていただく場合には、いろんな

地域の事情によって違ってきます。地域活性化といっても人口が本当に1,000人を切るような村から大

都市からということではあるんですけれども、わりと私が思うのは、小さな村、町というのは比較的私

たちもいろんな事例などを参考にしていただきたい部分はわりと早く伝達するんですけど、５万、10万

になるとだんだんそれが難しくなってくるような気がします。例えば人口が2,000人の町だったらすご

く先ほども言ったような思いの共有というのはすごく広がりやすいんですけれども、やはり５万以上に

なるとさまざまな地域、地域、その中でのまた地域、地域があったり、仕事柄があったりして、いろん

なお仕事、産業界があったりとか、政治があったりして絡んできて難しいような気がします。

　 　活性化センターとしては、いつもどのようにベストプラクティスになるのかなというふうには考えて

はいるんですけど、なかなかやはり難しくて、自治体の方にいろいろヒヤリングをすることがあるんで

すけど、大体自治体の方がそれをどういうふうにご自分たちの町を把握しているのかというのが伝わっ

てこないという部分もあるので、もう一回足元を見直したりとか、自分たちの地域の資源をもう一回見

直していただいたりするとお手伝いのしようがあるのですけれども、そういったところがどんどん皆さ

んに地域活性化とはどういうことかというようなことを学んでいただいて、皆さんで一緒に地域ごとで

活動ができるようになればいいなと思っております。

○ 司会：ありがとうございます。先ほど住民自身が当事者意識を持たなきゃいけない、それが人づくりで

あり、それが地域を興すときの基盤になるのだという話が出てきましたけれども、そうすると地域活性

化センターでやっているような情報というのも＜活かす仕組み＞というのが、必要になるのだと思いま

す。とくに、地域の側との連携の中で活かす仕組みというものをこれから考えていかなければいけない

のだと思います。その辺の仕組みの多様さというか、仕組みを精緻化させていくような仕掛けというの

は多分今後必要になってくるということなんでしょうね。今の話にもちょっと出ましたけれども、地域

の中でも多様性がある。その多様性、あるいは違い、ビジョンの違いというのをどういうふうな形で調

整したり、克服したり、その上でお互いに連携し合ったりという、その辺の仕組みの話が出てきまし
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た。川副さん、その辺に関していろいろ日々悩んでいることで、これだったら少しは先に進めるんじゃ

ないかということがあれば出していただければと思います。いわきなどでいろんな直面する課題の中で

分断が起こって、それに対するさまざまな地域の取り組みがあるんだけど、その辺に関してどういうふ

うに進んでいるのか、川副さんとしてはどういうふうに進んだらいいと思っていたのか、その辺につい

てお聞かせ願えるとありがたいのですが。

○ 川副：ありがとうございます。先ほどの田沼先生の外国人をどうとらえたらいいのかということと少し

重なるかなと思うんですけれども、実は原発避難者を受け入れてるいわき市で起こっているコンフリク

トというのは実はドイツなんかで起こっている難民問題と非常に似ているなと思います。私もドイツに

行って感じたんですけれども、やはり大きな問題としては、異質な人たちが集まった時にどう対応すれ

ばいいのかという点です。同じ日本人であるとか、同じ福島県人だということは関係なくて、その差異

を生んでしまった、差異が生まれてしまった状況の中でどういうふうにそこを調整するのかというのが

非常に重要なんだと思うんですね。ただ外国人の場合は地域の関わり方とか職業とか文化という点でさ

らに日本人同士よりも大きな問題があるとは思うんですけれども、でも、例えば政治難民なのか経済難

民なのか、そういうふうに考えていくと何がそこの差異だったのかがだんだんわからなくなって、いろ

いろなスティグマがどんどんどんどん付与されて、それが差別を生んでいくという状況がドイツでもあ

りますし、同じようなことがいわきの中でもあるというのを目にしてきました。

　その中で、ドイツの状況は非常に混沌としていてまだ解決策というところまでなかなか至っていない

印象を受けたんですけれども、いわきの事例からお話しできることは、対話の場を持とうという活動で

す。それまでは差別があったり、異なる住民層としてばらばらになってしまった人たちがお互いの状況

を理解する場がなかなかなかったんですけれども、そういう場を作ろう、ぶっちゃけトークをしましょ

うと、対話の場を住民が作り出しました。そこでいろいろな誤解を解いたり、自分が知らなかった他人

の状況を知るというような機会を作りながら、徐々に作られてきてしまったスティグマを自分たちの中

で、会話の中で、対話の中で解決しようという動きがありました。

　それからもう一つの事例では、避難者の人でもこの地域の住民として生活していることには変わりが

ないのだから、どんどん地域生活に溶け込んでくださいということで、店などに協力を得て、避難者の

人たちを歓迎しますというようなステッカーを貼ってもらい、歓迎の気持ちを見える化している取り組

みもあります。異質になってしまった人たちを共通の場で、一つのコミュニティとして受け入れていこ

うという取り組みです。これらはいろいろな試行錯誤の中で行ってきて比較的うまくいった事例だと思

うんですけど、そういったことをすごくローカルなレベルでやって誤解を解いていくということが差別

やあつれきを解消していく一つのきっかけになるのではないかというふうに思います。

○司会：はい。上原さん。

○ 上原：さっきの５ジョブの話にすごく気になってるところがあるんですが、その前に地方創生という言

葉がもてはやされるようになってすぐ思ったのが、地方って相対的な言葉だよなというふうに思って、

やっぱり中央があるんだなというふうに思いました。地域というのはそれ単体では成り立たないので、

存在し得ないわけだからそれはそれでいいとは思っているんですけれども、その上で考え直すと、地方

創生というのはこれまでのような地域活性化とか地域作りの発想で地域を作っていく、地方を作ってい

くということではなくて、地域がその外との関係性に注力していくことなのかなというふうに個人的に

は思っています。

　それで一つ象徴的かなというふうに思ったのがジョブの話で、ジョブができればうまくいくかという
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とそういうわけにはいかないだろう。自分自身もそうなんですけど、隣の市町村に仕事に行っていると

いう人はもう周りにたくさんいて、自分の地元にいればそこで働くかというのはまた別問題だったりす

る。それで、国にもの申すというんですかね、この場合地方ではなくて、やっぱり自分が田舎の実体験

なので田舎ということになると思うんですけれども、田舎の特徴、都会と違うのはやっぱり生産という

ことかなというふうに、特徴が生産することだと思っています。そこを経済ということの兼ね合いで見

ていくと、今の世の中だとどうしてもお金を払う方が強い立場になりますので、その消費の事情に合わ

せて生産をしていく。そうすると農業のことを、僕は農業者なので農業のことを考えると、そうやって

消費の事情に合わせて生産をしていったら、みんなどんどんいやになって出ていってしまったという事

情があるんじゃないかなというふうに思っています。日本がだめになってしまった時というのは、本当

にリアルにシミュレーションすると、実は生産をしている田舎というのは強くなる。その時に反旗を翻

すことが本当はできたはずなんですけど、今、外国人の労働者、外国人実習生がいないと僕たちの地域

の、地域農業としてはもう成り立たなくなるというのがもうみんな暗黙の了解で考えているところで

す。この中で外国人というのがどんどん今から増えてくると思うんですけど、そこにやっぱりどうして

も差別をされてる外国人が、フィリピンの子なんかは自分たちは弱い立場にいる田舎の貧しい所から

やってきたというような意識の中で暮らしている人たちと、どうしても自分たちを上の立場に置きたい

田舎の地方の人たちという中で、外国人の問題というのは今後すごく大きな問題になってくると思って

います。人口の面でも文化の面でも、ここでどうするのかなというふうには思っているんですけれど

も、そういう時にやっぱり僕自身が選挙に出てみて思って、結果を見て思うのが、今、合併して12年に

なるんですが、結果的に地元の地盤をもってる人たちがバカ勝ちして、そうじゃない僕たちのような団

子状態の人たちが最後の六、七人は誰が勝ってもおかしくなかったみたいなことにはなったんですけ

ど、その時にやっぱり地元の意見を届ける人ということで議員、地元から議員を出すという、自分が当

事者、住民の人たちが当事者になるという時に、基本的に何も考えないということに立っちゃったとい

うところはやっぱりだめになっていくんだろうなというふうに思っています。これから佐藤先生が20年

から45年にかけてといったときに、もう目に見えてできている所とできていない所が分かれてくる。で

きている所だけとやっていくということが生まれてくるんじゃないかなというふうに思っています。

○司会：ありがとうございました。では、牧野市長。

○ 牧野：今までの議論を聞いてて改めて思うんですけど、中央と地方の関係が今までと同じでいいという

ことにはならないというふうに、多分そこはみんな共有されていると思うんですよね。だからこそ地方

がどうあるべきかということだと思うんです。東京と地方の連携はどうするかという話なんですけど、

連携というのはそもそも自立しなきゃ連携はできないんですよ。だから自立が前提で、自立してる地方

というのが連携していくんですから、だから自立しなきゃいけないんですね。そうすると、地方の自立

というものをどういうふうに考えるかということになるんですけど、これはもう経済も含めて精神的に

も経済的にも自立してなきゃいけないんです。それをやっていくためにどうすればいいかということだ

と思うんですけど、今年はジェイコブズの生誕100年でもあって、『ジェイコブズの世界』という本が出

て、そこに私も寄稿させてもらいましたけど、結局、どうして地方が自立できないのか、あるいは自立

できる地方というのはどんな所なのかというのはもっともっと私は大学においても地方においても深く

追求されなければいけないというふうに思っています。

　私自身の持論は、先ほどドイツの話も出ましたけど、ドイツのように10万都市が元気にならなければ

我が国の地方創生というのは無理だと思っています。10万都市ぐらいの、つまり中山間地域の、いわゆ
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る小さな経済で回れるような、そういったことというのは恐らくまだまだできると思うんですが、いわ

ゆる中堅クラスの10万都市くらいが自立していくというモデルをこの日本の中で作っていかないと、と

てもその全体の自立というのは難しい。定住自立圏の考え方を私は最初から関わって、ずっとその制度

に関わってきましたけれど、やはりどうしても経済的な自立という部分についてはなかなか地方におい

て経験がないがために、そこについての知の集積がまだまだなされていない。そういった状況があると

私は思っています。

　要は、皆さん方も恐らくそうだと思うんですけど、地方の産業が今どんな状況にあって、どういう産

業があって、それが今どうなっていくのかということはほとんどみんな知らないんですよね。自分たち

の地域の産業がどうなっているかなんてことについてまったくその、もしかしたら興味もないかもしれ

ないし、あるいはさっきから出てますように、そういうものを知らなくて単に自分たちの地域に帰って

も職はないんじゃないかというふうに、まさにイリュージョン、思い込みになってやしないかというこ

とも思うわけであります。

　それで結局、就職できるのは東京の大企業ぐらいしかないんじゃないかというような考え方で、それ

こそ“でもしか”で就職してるようになってしまって、それはもう早稲田の皆さんですから有能ですか

ら当然それなりの地位までいくと思いますよ。しかしながらそれで、じゃあ自分たちの会社をどうして

いこうかということが本当にできるのか。今の大企業のほとんどはサラリーマン社長ですよ。サラリー

マン社長の皆さん方に地方に移転して、自分たちの本社機能を自分たちの創業地に戻したらどうですか

と。私は経団連の会議の時にはっきり申し上げました。しかしみんなしーんとして黙ったままでした

よ。それで地方分権も何もあったもんじゃないですよね。

　首都機能の移転の話も先ほど先生からありましたけど、私は本社機能の移転こそしなきゃいけない。

だけど、今の中央に集まってる大企業のサラリーマン社長にはそうしたことをやるだけの気概はないん

ですよ。私はそう思います。だからこそ地方から、まさに本社機能を持った産業集積を作っていかな

きゃいけないんです。その10万都市を中心にしてやれるようにならなければ地方創生なんかできないと

私は思っています。飯田の場合はそういったことを産業界みんなが考えて、新しいこれからの次世代産

業として航空機を考えていこうと。まずは航空機の人材育成もやっていこうと。そういったところにこ

れからの活路を見出そうと。他の産業ももちろんありますよ。しかし、やはり次世代の産業もちゃんと

作っていかなきゃいけない。まずは航空機。それからメディカルバイオ、環境、食品農業、そういった

次世代の産業をみんなで一緒に作っていきましょうと。そういったことをまさに地域の中で共有できる

かどうか、こういうことをまさに共創の場としてやっていけるかどうか。ここまでやはり突き詰めてい

かないと、私は地方創生がまさにイリュージョンで終わってしまうと思うんです。だからこそ、だから

こそ、精神的な自立と経済的な自立を求めてこれからの地域はもっともっとがんばっていかなきゃいけ

ない。そのために私は早稲田大学の建学の志をぜひ地域と結びつけてがんばっていただきたい。そうい

うことを改めて申し上げて私からのコメントとさせていただきます。どうかよろしくお願いいたしま

す。

○ 司会：力強いメッセージをいただきました。もう20分押してますというサインがきましたので、そろそ

ろ終わりにしますけど、２分だけください。今日の話は、一つは当事者意識、地域における当事者意識

についてだったと思います。その当事者意識を持てる人間をどういうふうな形で作っていくのか。この

論点には価値観の共有ですとかいろいろなものが含まれております。その地域でふわさしい世界観、暮

らしぶりの創造、そういったことが込められています。多分、この部分ではかなり大学を含めて研究者
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が活躍しなければいけない部分があると思います。

　それからさらに、地域共同体の当事者意識という話が出ました。牧野市長がいま話された話も、そこ

のところをものすごく強調されていましたけど、地域が自立するという、その仕組みをどういうふうな

形で地域の中で作っていくのか。また、外との関係でそういう多様な装置ですとか、そういった仕組み

をどう作っていくのか、これが多分問われたのだろうと思います。

　それで、円卓会議の位置づけという話を牧野市長はされていましたけど、これは簡単じゃないですよ

ね。先ほど地域の中でさまざまな分断ですとか、そういった不協和音がある、価値観の相違がある、地

域ビジョン、世界観の違いがある。そういったところですから、恐らくこれは吉阪先生が言われた不連

続統一と発見的方法という、そこの水準の話だと思います。でも、それでも共有する場や舞台を作って、

その中で意見を交換し合う。下手をするとこれはバトルになります。バトルにならないためにはいろい

ろな方法が必要ですし、そういう異なる意見を調整するためには新しい解決法を見出さなければいけな

いかもしれない。

　これはワークショップをどう仕切るかという話も含めて、まさに今まちづくりの現場で起こっている

ことだと思います。いろいろな技術だとか、そういったものを駆使しながら、あるいは新しい制度を作

るとか、新しい補助金の制度を導入するとか、さまざまな工夫をするとか、何かまさにそういうことが

地方を創生するためには必要な局面になっている。国は地方をバックアップすると言っているんだけど

も、恐らくそれは地域の中でさまざまな仕組みができ、そこで民間研究者を含めてアイデアが出て練り

あげられてきた段階でそれに乗っかるという意味だと思います。そうすると、それまでの仕組みをどう

作るか、どういうふうな形で、地域全体で共有できるような方向性を見出すかというのは、まさに地域

の役割ということになると思います。

　早田先生が交流・蓄積・共有のプラットフォーム作りと言われていましたけれども、まさにそれはい

ろいろな知恵を、地域にある知恵、地域にある資源、そういったものをうまく地域の中で流通させてい

きながら、その良さを外に発信していける仕組みということだろうと思います。恐らくそれもこれから

いろいろな形で開発していく必要がある領域かなと思います。それはグローバルな社会の中で地域が輝

くためには、多分これから必須の技術だし、必須の条件だというふうに思います。

　このパネルディスカッションでいろいろな話が出されましたので、会場にいる方々にはいろいろ考え

ていただいて、それぞれ持ち寄ってこれから地域作りにどういうふうな形で活かしていけるか、考え続

けていただければと思います。学生さんもおられますので、自分の人生を考えていく上で地域とどう関

わっていくか、今後ともいろいろな形で考えていっていただければ幸いです。そのために、このパネル

ディスカッション、それから今日のフォーラムが役に立てればありがたいなと思います。我々も努力し

ますので、ぜひそういう情報交換、それから交流の機会、あるいはそういう機会を多様に作っていけれ

ばと思っています。

　どうもありがとうございました。最後にパネリストに拍手をお願いします。（拍手）

○ 司会：パネルディスカッションを含めて今日のプログラムが全部終了いたしました。司会の不手際で大

分時間が押しましたけれども、その分充実したディスカッションができたのかなと思います。どうもあ

りがとうございました。

○ 司会：以上をもちまして、第12回早稲田大学総合研究機構成果発表会「立ち上がれ！早稲田地方創生

フォーラム」は終了となります。
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